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れてきた（同基準第 47 項）。 
                                                   
1 大蔵省企業会計審議会、1975 年 6 月 24 日（なお、連結財務諸表制度は、1977 年 4 月以降開始する事業
年度から導入された。）。 
2 平松一夫「連結および持分法適用の範囲」『企業会計』（Vol.45 No.11）（1993 年 11 月）、38 頁参照。 




企業会計審議会は、これらの状況に鑑み、1995 年 10 月以降、連結財務諸表を巡る諸問










的としたものであった（同基準第 48 項）。 



















                                                   


























                                                   




























会社法9における子会社の規定は、会社法第 2 条第 3 号及び会社法施行規則10第 3 条第 1
項において、金融商品取引法における規定と同様な規定が定められている。子会社の範囲に
おいても、会社計算規則11において、「会社等」の定義として、「会社（外国会社を含む。）、
                                                   
6 企業会計基準委員会 2008 年 12 月 26 日（最終改正 2013 年 9 月 13 日）。 
7 昭和 23 年（1948 年）4 月 23 日法律第 25 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 2 日法律第 46 号）。 
8 昭和 38 年（1963 年）11 月 27 日大蔵省令第 59 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 30 日内閣府
令第 35 号）。 
9 平成 17 年（2005 年）7 月 26 日法律第 86 号（最終改正 平成 28 年（2016 年）6 月 3 日法律第 62 号）。 
10 平成 18 年（2006 年）2 月 7 日法務省令第 12 号（最終改正 平成 28 年（2016 年）1 月 8 日法務省令
第 1 号）。 





ている（会社計算規則第 2 条第 2 項第 16 号）。 
より具体的には、1997 年 6 月の企業会計審議会からの「連結財務諸表制度の見直しに関
する意見書」の公表、1998 年 10 月 30 日付の「連結財務諸表制度における子会社及び関連
会社の範囲の見直しに係る具体的な取扱い」（以下、「具体的な取扱い」と言う。）の公表を





















                                                                                                                                                     
第 1 号）。 
12 兼田克幸「子会社及び関連会社の範囲の見直し等に係る省令改正の概要」『JICPA ジャーナル』（No.524）
（1999 年 3 月）87 頁参照。なお、兼田は、当時、政省令の立法担当の大蔵省金融企画局市場課の課長補
佐であった。 
13「みなす（見做す）」とは、「A（ある事柄や物等）と性質の異なる B（他の事柄や物等）を一定の法律関
係について同一のものとして、A について生ずる法律効果と同一の効果を B について生じさせること。そ
の規定を「みなし規定」という。…「推定」異なるところは、同一のものであるということについての反












































































































































































































































































































































































































































                                                   
14 法令用語研究会編、前掲書参照。なお、ここで規定されている企業は、一般的に「孫会社」と言われて

























                                                   
15 渡部裕亘、片山 覚、北村敬子編著『検定簿記講義／１級商業簿記・会計学 下巻［平成 26 年度版］』
（2014 年、中央経済社）144 頁。 
16 名義株とは、「他人の承諾を得てその名義を用い株式を引き受けた場合」における当該株式をいう（最高
裁、1967 年 11 月 17 日判決、『判例タイムズ』（215 号）（1968 年 3 月）101 頁。）。名義株に関しては、そ
もそも、名義借人が株主なのか（「実質説」）、名義人が株主なのか（「形式説」）について争いがあったが、
最高裁は、1967 年 11 月 17 日判決において、次のとおり判示し、実質説であることを明らかにした（同上
誌 101 頁。）。 
「他人の承諾を得てその名義を用い株式を引き受けた場合においては、名義人すなわち名義貸与者ではな






17「監査・実務保証委員会実務指針第 88 号 連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関
する監査上の留意点についての Q&A」（日本公認会計士協会、2000 年 1 月 19 日（最終改正 2012 年 3
月 22 日））Q3 の A 参照。 






























から 50%へと 1 ポイント減少させることで、当該会社を連結範囲から除外することが可能となり、こうし
た“連結はずし”により、連結の範囲を意図的にかつ比較的容易に操作しうる余地があることがあること
も批判の対象とされていた（八田進二、橋本尚『財務会計の基本を学ぶ（第 11 版）』（2016 年、同文舘出
版）296 頁参照。）。 
20 例えば、桜井、前掲書、334 頁、及び、広瀬義州『財務会計（第 11 版）』（2012 年、中央経済社）609
頁などを参照。 
21 大蔵省企業会計審議会、1975 年 6 月 24 日。 
































会会計原則審議会意見書第 30 号『経営成績の報告』）。 
                                                   
23 平成 14 年（2002 年）12 月 13 日法律第 154 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）3 月 31 日法律第 4
号） 
24 例えば、桜井、前掲書、334 頁、及び、広瀬、前掲書、609 頁などを参照。 
25 1997 年：「倒産処理法制に関する改正検討事項」の公表と意見照会、1999 年：「民事再生法」「特定債務
者等の調整の促進のための特定調停に関する法律」制定（いずれも施行は 2000 年）、2000 年：民事再生法
改正（個人再生手続の導入）、「外国倒産処理手続の承認援助に関する法律」制定（いずれも施行は 2001
年）、2002 年：会社更生法改正（施行は 2003 年）、2004 年：新破産法制定、倒産法全体の改正（いずれも
施行は 2005 年）、2005 年：会社法制定（施行は、2006 年。特別清算の見直し、会社整理の廃止）（田頭章
一『倒産法入門』（2006 年、日本経済新聞社）20 頁参照。 
26 朝日監査法人編『連結財務諸表の実務――関連法規等の解説と具体的会計処理――』（1996 年、中央経
済社）23 頁~24 頁、26 頁参照。なお、IFRS 第 5 号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業





































29 難波孝一、瀬戸英雄、永沢 徹、杉本 茂、名古屋信夫、小宮山満「座談会 大きく変わる会社更生手
続」『会計・監査ジャーナル』（No.647）（2009 年 6 月）26 頁、永沢（弁護士、あおみ建設申立代理人）発
言。 
30 破産法第 78 条第 2 項、同法第 93 条 3 項による第 78 条第 2 項の準用。 




















「DIP 型の会社更生」とは、債務者が占有を継続し続ける“Debtor in Possession”という
形で裁判所の指導の下で会社更生法を適用する場合をいう、とされる35。 
会社更生法第 67 条第 3 項では、「裁判所は、第 100 条第 1 項に規定する役員等責任査定
決定を受けるおそれがあると認められる者は、管財人に選任することができない。」と規定
していることから、旧経営陣たる役員も（更生）管財人になり得ることが前提となっている。 
しかし、長い間実務においては、かかる DIP 型管財人は選任されてこなかった。 
その理由としては、担保権の行使すら全面的に止めてしまう程の強力な効果を有する会社
更生手続（同法第 47 条第 1 項）においては、それとのバランス上、高度な公正さが要求さ
                                                   
32 会社法第 510 条ないし第 574 条、同法第 879 条ないし第 902 条。 








その他政令で定める場合に関しては、法人税法施行令第 96 条第 1 項において、更生計画認可の決定、再生
計画の認可の決定、特別清算に係る協定の認可の決定などが規定されている。 












そこで、東京地方裁判所民事 8 部は会社更生手続を利用しやすくすべく 2008 年 12 月に
DIP 型管財人の選定基準を法律雑誌39に発表するに至った40。 
当該法律雑誌記事の執筆者の 1 人である東京地方裁判所民事第 8 部 部総括判事の難波
孝一氏は、この発表に関して、その趣旨を説明している41。 
但し、DIP 型会社更生が認められる条件に関しては、東京地方裁判所民事第 8 部から以





                                                   
36 柴原 多「DIP 型会社更生事件と債権者の意向」『事業再生ニュースレター』（2009 年 8 月号）（西村あ
さひ法律事務所）1 頁参照。 
37 平成 11 年（1999 年）12 月 22 日法律第 225 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 2 日法律第 45
号）。 
38 柴原、前掲論文、1 頁参照。 
39 難波孝一、渡部勇次、鈴木謙也「会社更生事件の最近の実情と今後の新たな展開――債務者会社が会社
更生手続を利用しやすくするための方策――DIP 型会社更生手続の運用の導入を中心に――」『旬刊 金融
法務事情』1853 号（2008 年 12 月 15 日、きんざい）、24 頁~39 頁。 
『NBL』895 号（2008 年 12 月 15 日、商事法務）、10 頁~24 頁。 
40 柴原、前掲論文、1 頁参照。 
41 難波、瀬戸、永沢、杉本、名古屋、小宮山、前掲論文、17 頁~18 頁、難波（東京地方裁判所民事第 8 部 
部総括判事）発言。 












するからだと思います。DIP 型で行えば更生計画認可まで 6 か月でできるのではないか、6 か月と民事再
生の 5 か月では 1 か月しか違わないのではないかと思います。スピード感もあるし、事業の継続性という











外の場合、当該被 DIP 型更生会社を「支配」している者は、誰なのかという疑問が生じる。 
例えば、ソフトバンク株式会社の 2013 年 7 月 1 日付けプレースリリースによると、ソフ
トバンク株式会社は、2010 年 8 月に、会社更生手続中の株式会社ウィルコムのスポンサー
に就任し、事業家管財人を派遣するとともに、事業家管財人を派遣するとともに、事業運営
及び更生計画の遂行に必要な支援を行い、2010 年 12 月に同社の全発行株式を取得した。 














a) 監督委員の監督を受ける場合はあるが（民事再生法第 54 条以下）、再生手続が開始さ
れた後も、再生債務者が業務を遂行し、その財産を管理する権限を継続できること。 
                                                   
43 緊密者とは、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思
と同一の内容の議決権を行使すると認められる者」を言う（「連結財務諸表に関する会計基準」第 6 項(3)）。 
44 同意者とは、「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」を言う（「連結財務
諸表に関する会計基準」第 6 項(3)）。 
































                                                   
46 同上論文、22 頁、瀬戸（弁護士、クリード監督委員兼調査委員）発言参照。条文としては、民事再生法
第 183 条の 3 第 1 項等参照。 





























た SPV に資産売却して、資産の流動化（現金化）による資金回収を行うこと。 
③ SPV に証券を発行させて自己金融する仕組みを構築し、一方で SPV のサービサー（債
権・債権管理代行業者）となって、原資産の元利払い徴収と発行証券の元利払い執行の業務
を代行して手数料を稼ぐ新ビジネスを創出すること。 
                                                   
48 経済安定本部企業会計制度対策調査会、昭和 24 年（1949 年） （最終改正 企業会計審議会、昭和 57
年（1982 年））。 
49 土田壽孝『テキスト現代金融』（2004 年、ミネルヴァ書房）97 頁参照。 



































                                                   






























（本件オフバランス取引）。その後、2007 年 10 月に、M から本件信託受益権を買い戻すこ
とにより本件流動化を終了させ、M に対し匿名組合出資をしていたため、M から匿名組合
                                                   
52 東京高裁控訴審 平成 26 年（2014 年）（ネ）第 734 号 損害賠償（株主代表訴訟）請求控訴事件（2014
年 4 月 24 日判決言渡）、東京地裁原審 平成 22 年（2010 年）（ワ）第 3960 号。 
53『日本経済新聞』2008 年 7 月 15 日、2010 年 3 月 17 日、2010 年 8 月 10 日参照、 
54 弥永真生（2017a）「連載 会計処理の適切性をめぐる裁判例を見つめ直す 第 6 回 資産の認識の中止―




清算配当金の支払いを受け、これを 2008 年 2 月中間期及び 2008 年 8 月期に、特別利益と
して計上し（本件利益計上。本件オフバランス処理と併せて、「本件会計処理」と言う。）、
2008 年 8 月期の有価証券報告書等を提出した。 
ところが、2008 年 12 月に証券取引等監視委員会から行政指導を受けて55、2002 年 8 月
期に遡って本件信託受益権の譲渡を金融取引として認識し本件会計処理を取り消すこと等




 そこで、B の株主である X が、本件流動化の実行に係る本件会計処理等に係る任務懈怠
を理由とする、当時取締役又は監査役であった Y1 ないし Y5 に対する 2005 年改正前商法
第 266 条第 1 項第 5 号に基づく損害賠償請求及び本件流動化終了に係る本件会計処理等に
係る任務懈怠を理由とする、当時取締役又は監査役であった Y1 及び Y8 ないし Y8 に対す
る会社法第 423 条第 1 項に基づく損害賠償請求などを主位的請求とし、また、本件課徴金
の納付の意思決定をしたことに任務懈怠があったことを理由とする、当該取締役又は監査役
であった Y1 及び Y3 ないし Y8 に対する会社法第 423 条第 1 項に基づく損害賠償請求を予
備的請求として、代表訴訟を提起したのが本件である。 
  なお、B は、本件流動化当時、商法特例法上の大会社であったが、証券取引法（当時）に
基づく有価証券報告書提出義務は負っておらず、新規株式公開のために 2006 年 7 月 12 日
に初めて有価証券届出書を提出し、同年 8 月 10 日に JASDAQ 証券取引所にその普通株式
を上場した。 
また、Y2 は、本件流動化当時、B の代表取締役社長であり、その議決権を直接に又は間
接に 100%保有していた（直接保有 86%、Y2 が全株式を保有していた株式会社 K を通じた
間接保有 14%）。そして、Y2 は T が M に対して優先匿名組合出資をするために金融機関 4
行から合計 75 憶 5,000 万円の借入れを行うに際して、①自己が保有する B 株式及び②10
億 5,000 万円の Y2 名義の定期預金に担保を設定した（本件担保提供）。この借入れに対し
て、B は T が H 銀行から優先匿名出資資金の借入れを行っていることを確認すること、B
は T が H 銀行からの借入金債務の履行が滞ることがないように、最大限の指導をすること
                                                   
55 証券取引等監視委員会「株式会社ビックカメラに係る有価証券報告書等の虚偽記載及び同社役員が所有
する同社株券の売出しに係る目論見書の虚偽記載に係る課徴金納付命令勧告について」（2009年 6月 26日）
（http://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2009/2009/20090626.htm［2017 年 11 月 20 日閲覧］）。 
56 金融庁「株式会社ビックカメラに係る有価証券報告書等の虚偽記載に対する課徴金納付命令の決定につ





を内容とする T の指導に関する確認書（本件確認書）を提出していた。さらに、②Y2 名義
の 10 億 5,000 万円の定期預金の原資として、2002 年 8 月 21 日付けで、B から K に対し
て 10 億 5,000 万円の短期貸付がなされ、さらに、K から Y2 への同額の短期貸付がなされ
た。 
［2］ 第 1審判決57 
ここでは、判決のうち会計処理に関する部分をピックアップしている。 
Ⅰ T が B の子会社となるか否か等に関する事実の評価について 
「Y2 は、本件流動化の実行当時、B の代表取締役であったから、B の代表取締役であった
から、B の「緊密者」に該当するといえるところ、その Y2 が本件出資によって実質的に T
の全ての株式を保有するとともに、T の資金調達額の総額の過半について本件担保提供を行
っていたことに照らせば、B と T との関係は、財務諸表等規則 8 条 4 項 3 号、2 号ニに掲
げる場合に該当し、形式的には、T が B の子会社に該当するとも考えられる。 
そこで、B が T の「意思決定機関を支配していないことが明らかであると認められる会
社」（同規則 4 項柱書但書）に該当するか否かを検討するに、前記のとおり、本件流動化の
実行当時 Y2 は、B の代表取締役であるとともに、B の株式の全てを実質的に保有する株主
であったから、Y2 が B の意思決定機関を完全に支配していたものと認められる一方、B が
Y2 の意思決定を支配するという関係にはなかったものと認められるから、結局、B が Y2
を通じて T の意思決定機関を支配することはなかったものということができる。 
そうすると、B は、T にとって「意思決定機関を支配していないことが明らかであると認
められる会社」（同項柱書但書）に該当するという余地も十分にあると考えられるから、本
件流動化の実行当時において、T が B の子会社に該当するものと断定することはできない
というべきである。 
なお、この点につき、X は、本件流動化の当時 B の代表取締役であり、かつ、B の株式
の全てを実質的に保有する株主であった Y2 が、T の株式の全てを実質的に保有する株主で
あった以上、B の議決権行使の意思は、Y2 の議決権行使の意思と同一となり、B が T を支
配していうことは明らかであるから、T は B の子会社に該当する旨主張する。しかしなが
ら、Y2 と B の議決権行使の意思が結果的に同一になるとしても、それは、Y2 が B を支配
していることによるものであって、B が Y2 を支配していることによるものであって、B が
                                                   
57 平成 25・12・26 東京地裁判決、平成 22 年（ワ）第 3960 号 損害賠償（株主代表訴訟）請求事件（『金
融・商事判例』（No.1451）（2014 年 10 月 15 日）17 頁~33 頁）（原文収録）。主として、弥永（2017a）、




Y2 を支配していることによるものとはいえないから、結局、B が Y2 を通じて T を支配し
ているということはできない。」 
Ⅱ 日本公認会計士協会「会計制度委員会報告第 15 号「特別目的会社を活用した不動産の






そうすると、仮に、T が B の子会社に該当するとしても、本件流動化の実行当時、B 及
び T の全ての株式を実質的に保有していた Y2 は、B 及び T の親会社類似の立場にあり、T
が負担するリスクは、実質的な出資者である Y2 が最終的に負担することとなり、B がかか
るリスクを負担するものではないから、流動化実務指針第 40 項なお書きの上記趣旨に照ら
し、T が負担するリスクを B が負担するリスクに加算しないことも、流動化実務指針上、
許容されているものと考えられる。…T が負担するリスクを B が負担するリスクに加算し










「…本件担保提供に係る定期預金 10 億 5,000 万円に係る B、K 及び Y2 の消費貸借関係は
平成 17 年には全て精算されていることに加え、Y2 が B の株式の全てを実質的に保有する
株主であったこと等から Y2 には 10 億 5,000 万円を返済する能力があったと言えることに
照らせば、同消費貸借関係は、一時的なものであったと認めるのが相当である上、T が破綻
                                                   
58 日本公認会計士協会「会計制度委員会報告第 15 号「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲
渡人の会計処理に関する実務指針」（平成 12 年（2000 年）7 月 31 日 （最終改正 平成 26 年（2014 年）





T が破綻した場合に B が K から上記 10 億 5,000 万円を回収することができなかったこと
を認めるに足りる証拠ではないから、B が T に対して実質的に担保を提供したと評価する
ことはできない。また、B が差し入れたという…確認書の内容は明らかではないし、これに













主位的請求は、「被告らは、株式会社ビックカメラに対し、連帯して 22 億 5,353 万円及
びこれに対する被告 Y1 及び Y5 については平成 22 年 3 月 14 日から、被告 Y2、被告 Y4 、
被告 Y6、被告 Y7 及び被告 Y8 については同月 13 日から、被告 Y3 については同月 15 日
から、それぞれ支払済みまで年 5 分の割合による金員を支払え。」、というものであった。 
また、予備的請求は、「被告 1、被告 Y3、被告 Y4、被告 Y5、被告 Y6、被告 Y7 及び被
告 Y8 は、株式会社ビックカメラに対して、連帯して 2 億 5,353 万円及びこれに対する平成
24 年 1 月 31 日から支払済まで年 5 分の割合による金員を支払え。」、というものであった。 
原判決（主文）は、「1 被告 Y2 に対する主位的請求に係る訴えのうち民法 415 条に基づ
く損害賠償請求に係る部分を却下する。2 原告のその余の主位的請求をいずれも棄却する。
3 被告 Y1 及び Y3 に対する予備的請求に係る訴えを却下する。4 原告のその余の予備的請
求をいずれも却下する。5 訴訟費用は原告の負担とする。」と判断したので、原告 X は、こ
れを不服として控訴した。 
［3］控訴審の判断59 
                                                   
59 平成 26・4・24 東京高裁第 21 民事部判決、平成 26 年（ネ）第 734 号損害賠償（株主代表訴訟）請求




   控訴審判決は、控訴を棄却した60。 
 控訴審判決は、原審判決を若干の補正を加えて全面的に引用し、以下の判示を加えた。会
計処理に関する主要な補正は以下の 2 点である61。 
「(1) 原判決 50 頁 12 行目から 15 行目までを次のとおり改める。 







(2) 原判決 50 頁 20 行目末尾の次に改行して次のとおり加える。 
「また、流動化実務指針の子会社の解釈につき異なる見解が対立し、実務上の取扱
いも分かれており、T が B の子会社に当たるか否かについてもそのいずれの見解に
も相当の根拠が認められる場合に、取締役又は監査役がその一方の見解を正当と解
しこれに立脚して職務を行ったときは、後に上記取締役又は監査役に過失があった
ものとすることは相当ではないと解するべきである（最高裁昭和 46 年 6 月 24 日第




点から見ても X の主張は採用することができない。」 
なお、主位的請求は、「被控訴人らは、株式会社ビックカメラに対し、連帯して 22 億 5353
万円及びこれらに対する被控訴人 Y1 及び被控訴人 Y1 及び被控訴人 Y5 については平成 22
年 3 月 14 日から、被控訴人 Y2、被控訴人 Y4、被控訴人 Y6、被控訴人 Y7 及び被控訴人
Y8 については同月 13 日から、被控訴人 Y3 については同月 15 日からそれぞれ支払済みま
で年 5 分の割合による金員を支払え。」であり、主文は「1 本件各控訴をいずれも棄却する。 
2 控訴費用は控訴人の負担とする。」であった62。 
                                                                                                                                                     
お、主として、弥永（2017a）、前掲論文、48 頁~49 頁参照。 
60『金融・商事判例』、前掲論文、15 頁。 








  第 1 審判決及び控訴審判決（以下、「本判決」と言う。）は、会計のルールについて、詳




  本件においては、Y2 は T の発行済株式全部を保有するとともに、B の発行済株式をも実
質的に 100%保有する株主であり、Y2 が B の意思決定機関を支配していたから、T を実質
的に支配していたのは Y2 個人であり B ではない65。すなわち、Y2 が T の意思決定を支配
するに当たって、B が Y2 の意思決定を支配したり、Y2 の意思決定に重要な影響を与える
という関係にはなく、B が Y2 を介して T の意思決定機関を支配するという関係は存在して
いなかった66。 
  そもそも、例えば、複数の株式会社がある自然人による共通支配下にあり、当該自然人が











                                                   
63 弥永（2017a）、前掲論文、46 頁。 
64 同上論文、49 頁参照。 
65 同上論文、49 頁参照。 
66 同上論文、49 頁参照。 
67 同上論文、49 頁参照。 
68 同上論文、49 頁参照。 
69 同上論文、49 頁参照。 
70 平成 12 年（2000 年）7 月 31 日 （最終改正 日本公認会計士協会会計制度委員会、平成 26 年（2014



















                                                   
71 第 12 項は、次のように規定されている。「不動産の流動化が、譲渡人の子会社に該当する特別目的会社
を譲受人として行われている場合には、譲渡人は売却処理を行うことができない。」 








73 弥永（2017a）、前掲論文、49 頁参照。 
74 平成 20 年（2000 年）12 月 26 日 （最終改正 企業会計基準委員会、平成 25 年（2013 年）9 月 13
日、企業会計基準委員会）。 






平成 18 年（2006 年）10 月 17 日）、第 13 項（3）に「兄弟会社等（財務諸表作成会社の上位に位置する法
人の子会社グループ）」との記載がある。 





いた Y2 に損失が生じるだけであり、B には本件不動産に係る損失は生じないのであれば、T のリスク負担
割合を B において合算する必要はないことになる。」と述べている。 
79 同上論文、50 頁。 

































                                                   
81 土田、前掲書、122 頁参照。 
82 同上書、122 頁~123 頁参照。 


































                                                   































 特別目的会社（特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律（平成 10 年（1998





                                                   
85 大野早苗、小川栄治、地主敏樹、永田邦和、藤原秀夫、三隅隆司、安田行宏『金融論』（2007 年、有斐
閣）141 頁参照。 
86 同上書、141 頁参照。 























兼ねている場合を含む）に限定されることになった（「連結財務諸表に関する会計基準」第 54-2 項参照）。 



















年 8 月）29 頁参照。）。 
91 橋上 徹「特別目的会社・信託等を巡る開示問題（第 1 回）――開示規制の現状――」『企業会計』（Vol.59 
No.7）（2007 年 7 月）106 頁参照。 
92 同上論文、106 頁。 
93 小宮山賢「連結範囲の基準差異を辿る」『早稲田商學（大塚宗春教授 古稀祝賀・退職記念論文集）』（第













企業会計基準委員会では、2007 年 3 月に、出資者等の子会社に該当しないものと推定さ
れた特別目的会社について、その概要や取引金額等の開示を行うことを定めた企業会計基準

















                                                   
94 同上論文、817 頁。 
95 同上論文、818 頁参照。 





























一般的に実現可能な出口戦略として IPO（Initial Public Offering）100が想定されるが、5
年程度が目安とされている101。 




98 小林伸行「ベンチャーキャピタルの連結上の扱いについて」『企業会計』（Vol.60 No.10）（2008 年 10 月）、
26 頁~34 頁参照。 
99 同上論文、30 頁。 
100 株式の公開に際して“募集”や“売出し（大株主が保有株式を分売すること）”を行う場合を特に IPO


























                                                                                                                                                     











104 同上論文、31 頁参照。 




















具体的には、「実務対応報告第 20 号 投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準
の適用に関する実務上の取扱い」（2006 年 9 月 8 日、企業会計基準委員会 最終改正：2011
年 3 月 25 日）により、ファンドの業務執行権の過半の割合を実質的に有している場合は、
支配しているものとし、連結する必要があることになった。 
この結果、2007 年 3 月期連結決算において、大手 VC（JAFCO、NIF、JAIC、SBI）4









テム 24 社を完全子会社としたが、NPIH 及びベルシステム 24 社を連結せず、粉飾決算と
                                                   
106 同上論文、32 頁参照。 







を利用し、連結をはずれるという SPC を意のままに操作して、NPI の間で評価益の立つベ
ルシステム 24 株を対象とした EB 債109を用いた取引を行わせ、その上さらに NPI 側に生
じる評価益を水増しして計上する目的のために EB 債の発行日を遡らせるという意図的な















                                                   
108 事実関係に関し、短くまとめている文献としては、細野祐二『法廷会計学 vs 粉飾決算』（2008 年、日
経 BP 社）11 頁~34 頁があるが、当該文献は、連結はずしの理由を、ベンチャーキャピタル条項ではなく、
財務諸表等規則第 8 条第 7 項に求めている点に解釈の誤りがあると考えられる。正確には、ベンチャーキ
ャピタル条項を利用した連結はずしであり、株式会社日興コーディアルグループが公表した「株式会社日





（井出正介、高橋文郎『ビジネスゼミナール 証券投資入門』（2001 年、日本経済新聞社）248 頁~249 頁
参照。 
110『株式会社日興コーディアルグループ 調査報告書』（2007 年 1 月 30 日公表）20 頁参照。 





































                                                   
112 橋上 徹「法規制からみた融資先支援条項の留意点」『企業会計』（Vol.60 No.10）（2008 年 10 月）35
頁~43 頁参照。 
113 同上論文、36 頁参照。 
































                                                   
115 金融庁告示第 19 号（銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資


































第二節 IFRS第 10号(連結財務諸表：International Financial Reporting Standard 10： 
Consolidated Financial Statements)策定の背景と目的 
第一款 IFRS第 10号 策定の背景 
2011 年 5 月に IFRS 第 10 号が公表される以前、IFRS における連結範囲規制は、主とし
て、IAS 第 27 号「連結及び個別財務諸表」(International Accounting Standard117 27：
                                                   
116 我が国の企業会計基準委員会と IASB（International Accounting Standards Setting Board、以下、
「IASB」と言う。）は、2005 年 3 月からコンバージェンスに向けた共同プロジェクトを開始した（八田進




田、橋本、同上書、349 頁~350 頁参照。）。短期プロジェクト項目は、当面、2008 年までに解決するか、
少なくともその方向性を決めようとするものであり、長期プロジェクト項目は、解決に時間を要するもの
からなる（八田、橋本、同上書、350 頁参照。）。このような中、2007 年 8 月 8 日、企業会計基準委員会と
IASB は、「東京合意」（会計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取組みへの合意）を締結した（八田、
橋 本 、 同 上 書 、 350 頁 参 照 。）。 ま た 、 企 業 会 計 基 準 委 員 会 ウ ェ ブ サ イ ト
https://www.asb.or.jp/jp/other/archive/convergence/2007-0808.html［2017 年 11 月 20 日閲覧］。 
その内容は次のとおりである（八田、橋本、前掲書、350 頁参照、企業会計基準委員会 Press Release
「企業会計基準委員会と国際会計基準審議会は 2011 年までに会計基準のコンバージェンスを達成する「東
京合意」を公表」（https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/pressrelease_20070808.pdf［2017 年 11
月 20 日閲覧］参照。）。①2008 年までの短期コンバージェンス・プロジェクトの完了-2005 年 7 月に CESR
（Committee of European Securities Regulators）（欧州証券当局委員会））が補完措置を提案した項目に
ついての重要な差異を解消するか、又は、会計基準が代替可能となるような結論を得る。②2011 年 6 月
30 日までの目標期日の設定‐2011 年 6 月 30 日までの目標として、これまで両者の間で識別されてきた差
異のうち、2008 年までのプロジェクトに含まれない残りの項目（IASB と FASB［Financial Accounting 
Standards Board（（米国）財務会計基準審議会）］が合意した MOU（Memorundam Of Understamding）
に列挙されている項目のうち、2011 年 6 月 30 日までに適用される会計基準に関連する項目）の差異につ
いて、コンバージェンスを行う（同日までに適用されないプロジェクトについては、それらのプロジェク
トの完成・適用開始まで、日本基準と IFRS とのコンバージェンスは先送りされるが、新 IFRS の適用開
始までにはコンバージェンスを達成する。）。③ディレクターを中心とした作業グループの設置（IFRS の設
定プロセスに貢献、歩調を合わせた基準開発）。 




Consolidated and Separate Financial Statements)、SIC 第 12 号[連結‐特別目的事業
体](Standing Interpretations Committee11812：Consolidation-Special Purpose Entities)
により規制されていた。 
IAS 第 27 号は、報告企業に支配されている企業を連結することを要求し、支配を、ある
企業からの便益を受けるために、その企業の財務及び営業の方針を左右する力と定義してい
た(IFRS10 BC3、以下、特に断りがなければ BC は IFRS 第 10 号の BC である。)。 




この不整合をさらに悪化させていたのは、どの投資先が IAS 第 27 号の範囲に含まれ、ど







その結果、G20 首脳、金融安定理事会(the Financial Stability Board)等から、こうした
「オフバランス・ビークル」に関する会計処理及び開示の要求事項の見直しが要請された
（BC4)。 
このような背景から、IFRS 第 10 号を開発する際に、IASB(the International Accounting 
Standards Board：国際会計基準審議会)（以下、「IASB」と言う。）は、2008 年 12 月に公
表した公開草案（Exposure Draft、以下「ED」と言う。）第 10 号「連結財務諸表」に対す
るコメントを検討した(IFRS10 BC5)。 
ED 第 10 号へのコメント提出者は、IASB と FASB( Financial Accounting Standards 
Board：米国財務会計基準審議会)（以下、「FASB」と言う。）が、両者の覚書において、
                                                                                                                                                     
た IASC（International Accounting Setting Committee）が策定した国際会計基準であり、IASB に IAS
として引き継がれている。IAS27 は、2001 年に“Consolidated Financial Statements and Accounting for 
Investments in Subsidiaries”として IASB に引き継がれ、2003 年にタイトルが、“Consolidated and 
Separate Financial Statements”に変更された。さらに IFRS 第 10 号の公表により、タイトルが“Separate 
Financial Statements”に変更された。 
118 IASC の時代の IAS に対する解釈指針策定委員会であり、今は IFRIC（International Financial 






連結プロジェクトを共同で議論することを要望し、その結果 IASB の IFRS 第 10 号の開発
にあたっての審議は、2009 年 10 月から FASB と共同で行われた（BC5）。 
第二款  IFRS第 10号の目的 
IFRS 第 10 号の目的は、ある事業体(an entity)が、1 つあるいは複数の他の事業体(one or 
more other entities)を支配（control）している場合、連結財務諸表の表示(presentation)
と作成（preparation）に関する原則を定めることである（第 1 項）119。第 1 項の目的を達









なお、IFRS 第 10 号は、企業結合（business combinations)の会計処理上の要求事項と
それらの連結への影響（企業結合時に生じるのれんを含む）（IFRS 第 3 号「企業結合」




第一款  総 論 
IFRS 第 10 号第 7 項は次のような記述を行い「支配」の概念を整理している。 
                                                   
119 IFRS Foundation,2015 International Financial Standards, IFRS official pronouncements issued at 
January 2015.Includs Standards which an effective date after 1 January 2015 but not the Standards 
they will replace –PART A the Conceptual Framework and requirements, pA383. 
日本語翻訳に関しては、IFRS 財団編、企業会計基準委員会・公益財団法人 財務会計基準機構 監訳『2014 
国際財務報告基準 PART A 概念フレームワーク及び要求事項――2014 年 1 月 1 日現在で公表されている
基準書等（発効日が 2014 年 1 月 1 日より後の IFRS を含むが、それらが置き換える IFRS は含まない）―
―』を参照にしているが、①日本語訳に誤解が生じるため基本的に筆者の翻訳となっている点、②執筆日
現在、IFRS Foundation『International Financial Reporting Standards IFRS PART A the Conceptual 
Framework and requirements  official pronouncements issued at 1 January 2015 .Includes Standards 
which an effective date after 1 January 2015 but not the Standards they will replace』と記述内容に変
更があるため、筆者が基本的に訳している。 






(a)投資先に対するパワー（power over the investee）（第 10 項から第 14 項参照） 
(b)投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利
（exposure ,or rights, to variable returns from its involvement with the investee）（第 15
項及び第 16 項参照） 
（c）投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資家に対するパワーを用いる能力(the 
ability to use its power over the investee to affect the amount of the investor’s returns)
（第 17 項及び第 18 項参照） 




















                                                   
121 田中弘隆「SPC 等に対する支配力基準の適用について――IFRS 第 10 号の取扱いを含めて――」『企
業会計』（Vol 65 No.8）（2013 年 8 月）、34 頁参照。 







なお、IFRS 第 10 号では開示対象特別目的会社に該当する規定はない。 
第二款 パワー 
















いる場合（第 11 項） 
● 関連性のある活動を指図する現在の能力を有する投
資者は、その指図する権利をまだ行使していなくても、



















                                                   























































                                                   























（出典：田中弘隆「SPC 等に対する支配力基準の適用について――IFRS 第 10 号の取扱いを含めて――」





































































































































































































































IFRS 第 10 号では、パワーを有する投資者がその変動性のすべてまたは過半数にされら
されていることは求められず、変動リターンの一部に晒されているかを検討する126。 
                                                   
125 同上論文、36 頁参照。 

































                                                   
127 同上論文。36 頁参照。 
128 同上論文、36 頁参照。 









IFRS 第 10 号の支配モデルは一連の支配の指標から構成されているが、ヒエラルキーは設
定されていない130。 
企業は、すべての事実および状況を分析し、支配の有無を判断することが求められる131。 
IFRS 第 10 号では、下記図表のフローの中で「投資者がそれらの活動に対するパワーを
有するか否かを評価する」と記載されているとおり、パワーの評価に議決権が関連している
か否かによって、検討する要因が異なっている132。 
IFRS 第 10 号は、すべての事業体に対する単一の基準書ではあるが、支配を判断するた
めに必要なことは、投資先の性質によって異なるものと考えられている（BC75）。 
 
                                                   
130 田中、前掲論文、36 頁~37 頁。 
131 同上論文、37 頁。 




























（出典：田中弘隆「SPC 等に対する支配力基準の適用について――IFRS 第 10 号の取扱いを含めて――」





































IFRS 第 10 号では、投資先の支配の決定に際して、議決権が決定的な要因とならないよ
うに設計されている場合があるとし、それは、例えば、議決権の管理業務のみに関係し、関
連性のある活動が契約上の取決めによって指図される場合であるとしている（B8）。 
これを IFRS 第 12 号「他の企業への関与の開示」(International Financial reporting 
Standard 12:Disclosure of Interests in Other Entities)では組成された企業と定義133して
いる。 




第 1 に、そうした定義は、US-GAAP と同じく、資本の十分性の判断を助けるための広範
な適用ガイダンスが必要となる。IASB は、IFRS 第 12 号 BC83 で述べた理由134でこれに
反対した。 











                                                   
133 IFRS 第 12 号の組成された企業（structured entitity）の定義（IFRS 第 12 号付録 A、B21）と類似
している。IFRS 第 12 号では、組成された企業とは、誰が企業を支配しているのかを決定する際に、議決
権または類似の権利が決定的な要因とならないように設計された企業である（IFRS 第 12 号付録 A、B21）
とされている。 


















 投資先の目的及び設計(B5 ないし B8 参照)。 
 関連性のある活動は何か、及び当該活動に関する意思決定がどのように行われるか
(B11 ないし B13 参照)。 
 投資者の権利が、当該活動を指図する現在の能力を投資者に与えているかどうか(B14
ないし B54 参照)。 
 投資者が、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権
利を有しているかどうか(B55 ないし B72)。 
投資者が、投資先のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能









第一款 総 論 
他の企業（子会社）を支配している企業（親会社）は、連結財務諸表を表示しなければな
らないとされている（第 2 項、第 4 項）。ただし、次の場合には、連結財務諸表の表示は求
められない（第 4 項）。 
 親会社は、次の条件のすべてを満たす場合は、連結財務諸表を作成する必要がない。 
                                                   
135 同上論文、38 頁参照。 












か、子会社が IFRS に準拠して損益を通じて公正価値で測定される公表用の IFRSs に準拠
した財務諸表を作成していること。 
下線部分は、第五節で述べる 2014 年 12 月 18 日、IASB は、「投資企業：連結の例外の
適用(IFRS第10号、IFRS第12号及び IAS第28号の改訂)：Investment Entities :Applying 































の利用者の情報ニーズは、子会社、共同支配企業及び関連会社への投資を IAS 第 27 号、IAS
第 28 号（International Accounting Standard 28 : Investments in Associates and Joint 
Ventures〔関連会社及び共同支配企業に対する投資〕）及び IAS 第 31 号（International 









2003 年に IASB は、この範囲除外を廃止して、その直前に同様の範囲除外を削除してい
た他の基準設定主体とのコンバージェンスを行うかどうかを検討した（BCZ20）。 
IASB は、資産の処分を扱う包括的な基準の一部としてこの問題を検討することにし、
IASB は、子会社を 12 ヵ月以内に処分する意図で取得し、経営者が積極的に買手を探して
いるという証拠がある場合には、子会社の連結の免除を維持することを決定した（BCZ20）。 
IASB の公開草案 ED 第 4 号「非流動資産の処分及び非継続事業の表示：ED4 Disposal of  
Non-current Assets and Presentation Discontinued Operations」では、売却目的で保有す
                                                   







したがって、ED 第 4 号は、支配が一時的と意図されている場合についての連結免除の削
除を提案し、これを達成するための IAS 第 27 号の修正案を含んでいた（BCZ20）。 
2004 年 3 月に IASB は、IFRS 第 5 号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業：
International Financial Reporting Standard 5, Non-current Assets Held for Sale and 
Discontinued Operations」を公表した。 
IFRS 第 5 号はこの範囲除外を廃止し、支配が一時的と意図されている場合の連結免除を
削除した。 
米国の旧 SFAS(Statement of Financial Accounting Standard) 第 144 号(Accounting 















                                                   
138 FASB は、2009 年 6 月 3 日に新基準書である Accounting Standards Codification（ASC）を承認し、
2009 年 9 月 15 日以後に終了する期中期間と年度から適用されている。SFAS 第 144 号は、ASC360




第五節  「投資企業」の連結の例外規定 
第一款 背 景 
2014 年 12 月 18 日、IASB は、「投資企業：連結の例外の適用(IFRS10 号、IFRS12 号
及び IAS 第 28 号の改訂)：Investment Entities : Applying the Consolidation Exception 
(Amendments to IFRS10, IFRS12 and IAS28)」を公表した。 
2012 年 10 月に、IASB は、「投資企業」として定義される種類の企業に対して連結の例
外規定を設け、それに代えて、投資企業は、子会社に対する投資を IFRS 第 9 号に従って、
純損益を通じて公正価値で測定することに関し、IFRS 第 10 号を改訂していた。 
IASB は、2002 年に、IAS 第 27 号の公開草案に対するコメント提出者が、ベンチャー・
キャピタル組織、プライベート・エクイティ企業及び類似の組織について連結の例外を設け










ED 第 10 号における提案の範囲は、IAS 第 27 号の提案の範囲と同じであった（BC217）。 
IAS 第 27 号は、報告企業の性質を問わず、すべての支配している企業を連結することを
























また、ED 第 10 号へのコメント提出者は、投資企業が支配している企業を連結する場合
には、支配している投資を公正価値で測定したならば要求されるであろう公正価値測定に関
する開示の提供が要求されないことになると主張した(BC219)。 
具体的には、例えば、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」（International Financial Reporting 









このフィードバックに対応して、IASB は、公開草案「投資企業」（Exposure Draft, 
Investing Entities）（以下、「投資企業 ED」と言う。）を 2011 年 8 月に公表した(BC220)。 
投資企業 ED は、投資企業が子会社に対する投資（投資関連のサービスを提供する子会社
を除く）を IFRS 第 9 号「金融商品」（International Financial Reporting Standard 9,     
Financial Instruments）に従って純損益を通じて公正価値で測定することを要求すると提
案していた(BC220)。 





IASB は、投資企業 ED の公表及び最終的な投資企業の要求事項に至る審議を、FASB と
共同で行った(BC221)。 
そして、IASB は、2012 年 10 月に、「投資企業」（IFRS 第 10 号、IFRS 第 12 号及び IAS





［１］ 原則的処理（IFRS 第 10 号第 31 項） 
投資企業は子会社を連結せず、子会社への投資を IFRS 第 9 号に従って純損益を通じて公
正価値で測定する。 
［２］ 例外的処理(IFRS 第 10 号第 32 項) 
投資企業の投資活動に関連するサービスを提供する子会社を投資企業が有している場合、
当該子会社を連結する。 
（2）投資企業の親会社による処理（IFRS 第 10 号第 33 項） 
投資企業の親会社は、自身が投資企業である場合を除き、投資企業である子会社を通じて
支配している企業を含め支配している企業をすべて連結する。 
その後、IASB は、2014 年 6 月に公開草案「連結の例外の適用」（Exposure Draft, 
Investment Entities : Applying the Consolidation Exception - Proposed Amendments to 
IFRS and IAS28）を公表した。 
2012 年の IFRS 第 10 号の改訂の適用が実務において進められるなか、その適用につい
て生じた次のような特徴が IFRIC に提出された139。 
（1）連結財務諸表の作成免除基準（IFRS 第 10 号第 4 項） 
連結財務諸表の作成免除要件の 1 つに、最上位の親会社（又は中間親会社のいずれか）






                                                   
139 岩崎伸哉「IFRS10 号・IAS28 号の修正案 IASB 公開草案「投資企業：連結の例外の適用」の解説」『旬

















用（IFRS第 10号、IFRS第 12号及び IAS第 28号の改訂）」（Investment Entities : Applying 





明確にするよう、IFRS 第 10 号を改訂した。 





                                                   


















(IFRS 第 10 号 BC222,以下、特に断りがなければ BC は IFRS 第 10 号の BC を指す。)。 





しかし、IASB は、ほとんどの場合、現行の IFRS は投資企業が保有する投資を公正価値
で測定することを要求又は許容していることに留意した(BC223)。 
例えば、企業は、 
(a) IAS 第 40 号「投資不動産」(International Accounting Standard 40, Investment 
Property)における公正価値オプションを選択できる。 
(b) 金融資産を公正価値ベースで管理している場合には、IFRS 第 9 号（又は IAS 第 39



























同様のガイダンスが US-GAAP に存在している141。 
IASB は、IFRS 第 13 号「公正価値測定」（International Financial Reporting Standard 
13 : Fair Value Measurement）に関する審議の中で、こうした実務的便法を設けることを
検討したが、それは行わないと決定した(BC225)。 
これは、IFRS において投資企業に関する具体的な会計処理ガイダンスがなく、世界の各










その他の論点として、以下の事項が IASB により検討された。 
 企業ベースのアプローチか、資産ベースのアプローチかについて 






US-GAAP の体系化に伴い、Topic946 として引き継がれている。（PwC あらた有限責任監査法人、「あらた
AM ニュース「米国会計基準における投資会社の取扱いの見直しと投資不動産事業体について」」（2012 年
































































































































































わりに GAAP 非準拠の公正価値報告書に依拠していると聞かされた(BC249)。 
投資企業に提供されている連結に対する例外の根拠は、公正価値情報が投資企業の投資
（子会社に対する投資を含む）について最も目的適合性が高いというものである(BC250)。 
したがって、IASB は、投資企業の定義の本質的な特徴の 1 つは、企業が現行の IFRS の
要求事項又は会計方針の選択肢を用いて、投資のほとんどすべてを公正価値で測定するとい
うことを決定した(BC250)。 
IASB は、IAS 第 28 号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」（Investments in 
Associated and Joint Ventures）又は IAS 第 40 号「投資不動産」（Investment Property）
で利用可能な公正価値オプションを選択していない企業や、僅少とはいえない金額の金融資
産を IFRS 第 9 号又は IAS 第 39 号において償却原価で会計処理している企業は、投資企業
として適格とすべきではないと考えている(BC250)。 
























実際、この章で示した旧 IAS 第 27 号等の検討経緯や、IFRS 第 4 号「保険契約」
（International Financial Reporting Standard 4：Insurance Contracts）の策定過程にお











                                                   
143 保険業法（平成 7 年（1995 年）法律第 105 号〔最終改正 平成 29 年（2017 年）法律第 37 号〕）第
108 号。なお、特別勘定設定の経緯に関しては、武田久義「生命保険会社の経営破綻（4）」『桃山学院大学





いると考えられるが、明確に相違点を IASB は示す必要があると思われる。 
そうでなければ、「経営者及び出資者の関心」という視点を普遍化し、原則主義との IFRS
の立場を強く主張できなくなる懸念がある。 
また、IFRS をいち早く 2005 年に EU 域内上場企業の連結財務諸表からアドプションし
た EU 域内上場企業における連結範囲に関する慣行に変更を加える規定となる。 

























































                                                   
144 阿部信一郎『わかりやすいアメリカ連邦倒産法』（2014 年、商事法務）14 頁。 
145 同上書、14 頁。 


















めに、WEC は 800 百万米ドルの第三者からのファイナンス（DIP ファイナンス）
を確保し、当社はそのうち 200 百万米ドルを上限として債務保証を提供する予定で
す。」 
③ 再生手続申立海外連結子会社の 2016 年度通期決算からの連結対象からの除外 
「…WEC グループは、再生手続の開始により、当社の実質的な支配から外れるため、
2016 年通期決算より当社の連結対象から外れることになります。」 
また、2017 年 4 月 11 日、東芝は、2017 年 3 月期会計年度に係る「四半期報告書」を関
東財務局長宛て提出した。当該「四半期報告書」は、2016 年 10 月 1 日より 2016 年 12 月
31 日までの期間、すなわち 2017 年 3 月期会計年度の第三四半期報告書である。この第三
四半期報告書においても、WEC グループが、米国時間 2017 年 3 月 29 日に米国倒産法第
11 章に基づく再生手続をニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てたことが記述されてい




年 8 月 10 日付けで、2017 年 3 月に終了する会計年度（2016 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31
                                                   

















ハウスエレクトリックカンパニー社(以下、「WEC」という。)は、2015 年 12 月 31 日(米
国時間)に CB&I ストーン・アンド・ウェブスター社(以下、「S&W 社」という。)を取得








会社は、2016 年 3 月 31 日現在の工事損失引当金の暫定的な見積りに、すべての利用可
能な情報に基づく合理的な仮定を使用していなかった。会社が、工事損失引当金について、
すべての利用可能な情報に基づく合理的な仮定を使用して適時かつ適切な見積りを行って
いたとすれば、当連結会計年度の連結損益計算書に計上された 65 億 2,267 万円のうちの相
当程度ないしすべての金額は、前連結会計年度に計上されるべきであった。これらの損失は、
                                                   
148 昭和 31 年（1956 年）12 月 25 日 大蔵省企業会計審議会中間報告 （最終改正 平成 26 年（2014



































年 3 月 31 日現在残高は過大に表示されている。 
また、これらは、関連する注記 4.「非継続事業 WEC グループにおける原子力事業」及
び注記 28.「企業結合」に影響を与える。」 
 











日本では、1977 年（昭和 52 年）4 月 1 日以後に開始される事業年度から連結財務諸表の
提出が義務付けられるとともに、それについての監査証明を要するものとされた。 
東芝は、連結財務諸表を、米国会計基準で作成し、公表している149。これは 1962 年（昭










ASC（Accounting Standards Codification）810（Consolidation）10（Overall）15（Scope 
and Scope Exceptions）に連結範囲規制に関する規定がある。 
まず、810-10-15-3 において以下のような規定がある。 
「All reporting entities shall apply the guidance in the Consolidation Topic to 
determine whether and how to consolidate another entity and apply the applicable 
Subsection as follows: 
                                                   
149 2016 年 6 月 22 日に、東芝が関東財務局長に提出した 2016 年 3 月 31 日に終了する事業年度に係る有
価証券報告書では、「第 5【経理の状況】1.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法(1)」において、「当社の
連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 51 年大蔵省令第 28 号。
以下「連結財務諸表規則」という。）（平成 14 年内閣府令第 11 号附則第 3 項適用。）の規定により、米国に
おいて一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。」
と記載されている。なお、東芝が 2017 年 5 月 15 日にプレスリリースした「2016 年度通期業績見通しに
関するお知らせ」でも、米国会計基準で連結財務諸表が作成される予定であることが示されている。 
150 武田隆二『連結財務諸表』（1977 年、国元書房）4 頁参照。 
151 同上書、4 頁参照。 
なお、東芝の IR 部（広報部）の説明では、ADR は、米国銀行が流通させたものであり、東芝と当該米
国銀行との間に契約関係はなく、また、米国証券市場には上場したことはないとのことである（2017 年 6




a. If the reporting entity is within the scope of Variable Interest Entities Subsections, 
it should first apply the guidance in those Subsections. 
b. If the reporting entity has an investment in another entity that is not determined 
to be a VIE, the reporting entity should use the guidance in the General 
Subsections to determine whether that interest constitutes a controlling financial 
interest. Paragraph 810-10-15-8 states that the usual condition for a controlling 
financial interest is ownership of a majority voting interest, directly or indirectly, 
of more than 50 percent of the outstanding voting shares. Noncontrolling rights 
may prevent the owner of more than 50 percent of the voting shares from having a 
controlling financial interest. 
c. If the reporting entity has a contractual management relationship with another 
entity that is not determined to be a VIE, the reporting entity should use the 
guidance in the Consolidation of Entities Controlled by Contract Subsections to 





a.報告事業体が、持分変動事業体（VIE: Valuable Interest Entities、以下、「VIE」と言

















「A reporting entity shall apply consolidation guidance for entities that are not in the 
scope of the Variable Interest Entities Subsections(see the Variable Interest Entities 
Subsection of this Section)as follows: 
1. A majority-owned Subsidiaries-all entities in which a parent has a controlling 
financial interest-shall be considered. However, there are exception to this general 
rule. 
i. The subsidiary is in legal reorganization. 
ii. The subsidiary is in bankruptcy. 
iii. The subsidiary operates under foreign exchange restrictions, controls, or other 
governmentally imposed uncertainties to serve that they cast significant 
doubt on the parent’s ability to control the subsidiary. 
iv. In some instances, the powers of a shareholder with a majority voting interest 
to control the operations or assets of the investee are restricted in certain 
respects by approval or veto rights granted to the noncontrolling shareholder 
(hereafter referred to as noncontrolling rights).In paragraphs 810-10-25-2 
through 25-14, the term noncontrolling shareholder  refers to one or more 
noncontrolling shareholders. Those noncontrolling rights may have little or no 
impact on the ability of a shareholder with a majority voting interest to control 
the investtee’s operations or assets or, alternatively, those rights may be so 
restrictive as to call into questions whether control rests with the majority 
owner. 
v. Control exists through means other than through ownership of a majority 






























② DIP は“Debtor In Possession”の状態であり、債務者の経営者が引き続き経営に
当たり、日本の破産法のように、完全に管理が裁判所に移っているわけではなく、
親会社との事業・人事・財務の関係に大きな変化が生じているわけではないこと。 
③ 親会社が DIP ファイナンスの相当額を引き受けている場合などは、米国倒産法第
11 章の申立て海外連結子会社が、引き続き親会社にとって VIE としての持分が
なくなっているわけではないとも考えられること。 
  





                                                   





















いずれにせよ、少なくとも 2017 年 3 月 31 日（2016 年度末）においては、米国破産法第
11 条申し立ての時点の経営陣が残って手続きを継続するため、前述第一章の日本の DIP 型
会社更生法被適用会社ないしは日本の民事再生法被適用会社と同様、支配の継続があるとみ
て、WEC グループを継続して連結子会社とすべきであり、東芝の WEC グループ非連結子
会社化は妥当ではないと考えられる。 
なお、2017 年 3 月 29 日の東芝の「当社海外連結子会社ウェスチングハウス社等の再生
手続の申立について」と題するプレスリリースにおいて、米国破産法第 11 条申し立て後も、




また、今後、800 百万米ドルの DIP ファイナンス予定時における、その申出者の構成及
び金額によるが、200 百万米ドルの DIP ファイナンスの出し手である東芝及び東芝の連結
                                                   
153 同上書、14 頁。 

































                                                   
155 内国法人は全世界所得に対して法人税の課税を受けるのであるが、法人格が別である海外の子会社の子
会社の所得に対しては、一般的には内国法人が配当を受領するまでは日本では課税を受けない（向田和
弘「国際税務の実務」薄井 彰編著『MBA アカウンティング 金融サービスと会計』、第 12 章所収、
（2012 年、中央経済社）283 頁~285 頁参照）。これに対し、タックスヘイブン対策税制の適用を受け
た場合は、その海外子会社で稼得された海外の所得に対して、親会社への配当の有無にかかわらず、日
本で課税される場合がある（向田、同上論文、283 頁）。 
156 慈善信託（チャリタブル・トラスト：charitable trust）とは、「英米法上認められた信託宣言(declaration 
of trust)に従って株主権を行使する義務を負い、信託契約満了時には会社の残余財産をすべて慈善団体
に寄付することを最終目的とした仕組み」をいう（威知謙豪『特別目的事業体と連結会計基準』（2015
年、同文舘出版）12 頁~13 頁参照。）。 
157「企業会計基準適用指針第 22 号『連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用
指針』」（2008 年 5 月 13 日 最終改正：2011 年 3 月 25 日、企業会計基準委員会）（以下、第 28 項は
次のとおりであり、連結すべき事業体は、営利を目的とすることが要件とされている。） 






































                                                   























































































                                                   
159 太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人『一般法人・公益法人の制度・会計・税務』（2015
年、同文舘出版）7 頁。 













団法第 35 条第 3 項参照）、という違いがある。 
また、一般社団法人（及び公益社団法人）の社員には、株式会社の株主のような法人に対











                                                   
161 同上書、13 頁参照。 
162 この原則は、社員は、一般社団法人の構成員であり、議決権の行使を通じて法人の運営に参画する者
であることから、各自が平等に議決権を有することを原則とする趣旨であるとされる（新公益法人制度研













社団法人の機関  株式会社の機関 
社員総会  株主総会 
理事会  取締役会 
理事  取締役 
代表理事  代表取締役 
監事  監査役 
（監事会）*  監査役会 
会計監査人  会計監査人 
*監事会は、任意に設置されるもので、法律により定義された機関ではない。 
（出典：太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人『一般法人・公益法人の制度・会計・税務』
（2015 年、同文舘出版、14 頁。）） 
 
c. 一般社団法人の機関設計 





 社員総会 理事 理事会 監事 会計監査人 
①  ○ ○ － － － 
②  ○ ○ － ○ － 
③  ○ ○ ○ ○ － 
④  ○ ○ － ○ ○ 




① 社員総会と理事は、必ず設置が必要となる（一般社団・財団法第 60 条第 1 項）。 
② 定款で定めた場合、理事会、監事及び会計監査人を設置することができる（一般社
団・財団法第 60 条第 2 項）。ただし、大規模一般社団法人（負債総額が 200 億円
以上の一般社団法人）においては、会計監査人の設置が必要となるため（一般社











（一般社団・財団法第 35 条）である。 
株式会社でいう株主総会（会社法第 295 条）に相当する機関であり、一般社団法人の構




35 条第 1 項）、法人が機関設計において理事会の設置を選択した場合には、社員総会が決
議できる範囲は、一般社団・法人法で規定された事項と定款で定めた事項に限定される（一






















（一般社団・財団法第 35 条第 4 項）。 
e. 理事会の権限等 
理事会は、3 人以上の理事（一般社団・財団法第 65 条第 3 項、同法第 177 条）全員によ
り構成される機関である（一般社団・財団法第 90 条第 1 項、同法第 197 条）。 
一般社団法人においては、定款により設置することができる任意の機関であるが（一般社
団・財団法第 60 条第 2 項）、多くの法人において理事会を機関として設置している163。 
なお、一般財団法人では、法律上の必置機関とされている（一般社団・財団法第 170 条第 1
項）。 
理事会が行う職務として次のものが例として示されている（一般社団・財団法第 90 条第
2 項、同法第 197 条）。 
① 理事会設置の一般社団法人の業務執行の決定（一般社団・財団法第 90 条第 2 項第 1 号）。 
② 理事の職務の執行の監督（一般社団・財団法第 90 条第 2 項第 2 号）。 
③ 理事の中からの代表理事の選定及び解職（一般社団・財団法第 90 条第 2 項第 3 号）。 
理事会設置の一般社団法人においては、社員総会で決議できる範囲が一般社団・財団法人
で規定する事項と定款で定めた事項に限定されている（一般社団・財団法第 35 条第 2 項）
ため、実質的な業務執行の権限は、理事会が有することになる。 
次に掲げる事項及びその他重要な業務執行の決定は、理事に委任することができないとし
て、理事会の専決事項とされている（一般社団・財団法第 90 条第 4 項、同法第 197 条）。 
① 重要な財産の処分及び譲受け（一般社団・財団法第 90 条第 4 項第 1 号）。 
② 多額の借財（一般社団・財団法第 90 条第 4 項第 2 号）。 
③ 重要な使用人の選任及び解任（一般社団・財団法第 90 条第 4 項 3 号）。 
④ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止（一般社団・財団法第 90 条第 4
項 4 号）。 
⑤ 理事の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他、法
人の業務の適正を確保するため必要なものとして、法務省令で定める体制の整備一般社団・
財団法第 90 条第 4 項 5 号、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則164第 14
条）。 
                                                   
163 太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人、前掲書、43 頁。 
164  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則（平成 19 年（2007 年）4 月 20 日法務省令第




⑥ 定款の定めに基づく任務を怠った役員等の責任の一部免除（一般社団・財団法第 90 条




























                                                   
165 太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人、前掲書、44 頁。 
166 同上書、74 頁参照。 

















般社団・財団法第 170 条第 1 項）。また、定款の定めによって、会計監査人を置くことが












                                                   
168 新公益法人制度研究会、前掲書、117 頁。 





 評議員 評議員会 理事 理事会 監事 会計監査人 
①  ○ ○ ○ ○ ○ ― 















いる（一般社団・財団法第 178 条第 2 項）。 
一般社団・法人法において評議員会で決議するよう求めている事項については、他の機関
に権限を委譲することが禁止され、たとえ定款で定めたとしても無効とされる（一般社団・





「普通決議」により行われる（一般社団・財団法第 189 条第 1 項）。 
評議員と議決権は、いずれも定款で過半数を上回る割合に変更することにより加重するこ
とができるが、過半数を下回る割合にすることは認められない（一般社団・財団法第 189
条第 1 項）。 
なお、評議員会における普通決議の例として、次のものがある。 
                                                   
170 太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人、前掲書、80 頁。 




(a)理事、監事または会計監査人の選任（一般社団・財団法第 63 条第 1 項、同法第 177 条）。 
(b)理事、会計監査人の解任（一般社団・財団法第 176 条）。 
(c)理事の報酬等（定款にその額を定めていない場合）（一般社団・財団法第 89 条、同法
第 197 条）。 
(d)監事の報酬等（定款にその額を定めていない場合）（一般社団・財団法第 105 条第 1 項、
同法第 197 条）。 
(e)会計監査人の評議員会への出席（一般社団・財団法第 109 条第 2 項、同法第 197 条）。 
(f)評議員会に提出された資料等の調査者の選任（一般社団・財団法第 191 条）。 
◆ 特別決議 
次の評議員会の決議については、法人における重要な決議事項であるため、議決に参加で
きる評議員の 3 分の 2 以上に当たる多数をもって決する「特別決議」により行う必要があ
る（一般社団・財団法第 189 条第 2 項）。 
(a) 監事の解任（一般社団・財団法第 176 条第 1 項）。 
(b) 役員等の法人に対する責任の一部の免除（一般社団・財団法第 113 条第 1 項、同法第
198 条） 
(c) 定款の変更（一般社団・財団法第 200 条）。 
(d)  事業の全部譲渡（一般社団・財団法第 201 条）。 
(e） 解散後の法人の継続決定（一般社団・財団法第 204 条）。 
(f)  合併契約の承認（一般社団・財団法第 247 条、同法第 251 条第 1 項、同法第 257 条）。 
なお、「評議員の 3 分の 2 以上」の要件は、定款でこれを上回る割合に変更することが




第 198 条） 
評議員会は、原則としてあらかじめ定められた評議員会の目的である事項以外の事項以外
の事項については、決議をすることができないとされ（一般社団・財団法第 189 条第 4 項
本文）、評議員会と理事会との権限が明確に区別されている172。 
ただし、次の 3 つについては、例外として決議することが認められている（一般社団・
財団法第 189 条第 4 項但書）。 
① 評議員会に提出された資料を調査する者の選任（一般社団・財団法第 191 条第 1 項）。 
                                                   





団法第 191 条第 2 項）。 
③ 会計監査人に評議員会への出席を求めること（一般社団・財団法第 109 条第 2 項、同法
第 197 条）。 












財団法第 52 条）の 3 つの議決権の行使が認められている社員総会とは異なっている。 
e. 理事会 
一般財団法人では、理事会は法律上の必置機関とされている（一般社団・財団法第 170
条第 1 項）。 
理事会の権限等に関しては、原則として、一般社団法人と同様である（一般社団・財団法








                                                   
173 新公益法人制度研究会、前掲書、130 頁。 
174 太陽有限責任監査法人・太陽グラントソン税理士法人、前掲書、89 頁。 


























また、1998 年の特定非営利活動促進法179（NPO 法）の制定、2001 年の中間法人法180の
制定により、営利（剰余金の分配）を目的としない社団について法人格取得の機会が拡大さ
れてきたが、特定非営利活動法人を設立するには行政庁の認証が必要とされており、いずれ
                                                   
176 平成 18 年（2006 年）6 月 20 日法律第 48 号。 
177 法務省ウェブサイト「知って 活用 新非営利法人制度」（http://www.moi.go.jp/content/00011280.pdf）
［2017 年 11 月 20 日閲覧］。 
178 同上ウェブサイト。 
179 平成 10 年（1998 年）3 月 25 日法律第 7 号。 
180 平成 13 年（2001 年）6 月 15 日法律第 49 号。なお、当該法律は、「一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備
に関する法律」（平成 18 年（2006 年）法律第 50 号）1 条の規定により、「一般社団法人及び一般財団



























                                                   
181 法務省、前掲ウェブサイト。 
182 同上ウェブサイト。 
183 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（2006 年法律第 49 号）第 4 条。 
184 法人税法（昭和 40（1965）年 3 月 10 日法律第 34 号）第 2 条 9 号の 2、法人税法施行令（昭和 40 年
（1965 年）3 月 31 日政令第 97 号）第 3 条第 1 項。 
185  法務省ウェブサイト「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行に伴う中間法人法の廃止に






＜一般社団・財団法の施行前＞       ＜一般社団・財団法の施行後＞ 
                                                                                                                                              
 
 
連結範囲適用指針（2008 年 5 月 13      会計基準等において、「会社に準ず 
日公表分）において、中間法人であ      る事業体」に含まれるかどうか明記 





連結範囲 Q&A186 Q12 において、原則     会計基準等において、「会社に準ず 
として、会社に準ずる事業体に該当      る事業体」に含まれるかどうか明記 
しないものと考えられるとされていた。    されていない。 
（出典：林 健一「厳選 現場からの緊急相談 Q&A 第 6 回 連結の範囲」『経営財務』（3204 号）（税





2008 年 5 月 31 日公表分の連結範囲適用指針において、一般社団法人・一般財団法人と
同様に、剰余金の分配を目的とせず事業制限もない「「中間法人法」に基づく中間法人」で
あって、営利を目的とする場合には、会社に準ずる事業体に含まれるとされていた187理由は、
                                                   
186「監査・保証実務委員会実務指針第 88 号『連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に
関する監査上の留意点についての Q&A』」（1993 年 7 月 21 日 最終改正：2012 年 3 月 22 日、日本公
認会計士協会）。 































り、これらの機関の状況を勘案のうえ、 連結財務諸表に関する会計基準第 7 項等に基づき，
意思決定機関を支配しているかどうかの判断を行うことになると考えられる。 
 
【図表 4-6：一般社団法人・一般財団法人の意思決定機関，業務執行機関】  
 
一般社団法人 一般財団法人 
意思決定機関 社員総会 評議員会 
業務執行機関 理事（会） 理事（会） 
（出典：林健一、前掲論文。） 
 
                                                                                                                                                     
社や「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づく投資法人、「中間法人法」に基づく中間法人、投資
事業組合、海外における同様の事業体を営む事業体、パートナーシップその他これらに準ずる事業体で
営利を目的とする事業体が該当するものと考えられる。…」。2011 年 3 月 25 日最終改正における同適用
指針第 28 項は、中間法人が 12 月 1 日の「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（2006 年法律
第 48 号）の施行により、同法に基づく一般社団法人に移行したことを踏まえ、次のように改訂された。 









第三款  一般社団法人・一般財団法人における「営利事業」の意義の検討 










る権利を付与することができない（一般社団・一般財団法第 11 条第 2 項、同法第 153 条第















                                                   
188 新公益法人制度研究会、前掲書、14 頁。 
189 同上書、14 頁。 
190 同上書、14 頁。 
191 同上書、16 頁~17 頁参照。 
192 同上書、17 頁。 
193 同上書、17 頁。 










式会社とは異なり、社員の議決権は、原則社員 1 人 1 議決権である点に留意が必要である。 
一方、一般財団法人・公益財団法人においては、評議員会が最高の意思決定機関であり、
これらの財団が連結対象となる場合は、評議員の議決権を基準に支配の有無を判断すること






① 2004年（平成 16 年）改正基準 
（１）設定から 1985年の改正まで 
公益法人の会計基準は、1971 年 12 月、行政管理庁（当時）による「公益法人の指導、
監督に関する行政監察結果に基づく勧告」において、主務官庁が会計、経理に関する事務処
理基準を設けて適切な指導を行うよう指摘されたことを踏まえ、1973 年から有識者の意見





とを踏まえ、総理府（当時）が、1982 年 7 月から有識者で構成する「公益法人会計基準検




条第 5 号）、事業活動を行うに際し、公益目的事業比率が 100 分の 50 以上であること（同法同上第 8
号・第 15 号）、公益目的事業の実施に支障を及ぼすおそれがないこと（同法第 5 条第 7 項）が求められ、
これに反しない範囲において公益目的事業以外の事業を行うことができる、とされている（同上書、195
頁参照）。 
196 越尾 淳「新公益法人会計基準の完全解説――検討の経緯と今後の課題――」『企業会計』（Vol.57 





討会」（座長：番場嘉一郎）に検討を依頼し、1983 年 12 月には公開草案を公表するなど関
係者の意見をとり入れつつ検討を進め、1984 年 6 月に報告書をとりまとめた197。 
政府は当該報告書を踏まえつつ、1977 年基準との連続性の確保等の指導監督上の観点か
らさらに検討を行った上で、1985 年 9 月 17 日に公益法人指導監督連絡会議決定において
「公益法人会計基準（改正）について」（以下、「1985 年基準」と言う。）として申し合わせ、
1987 年 4 月 1 日以降できるだけ速やかに実施するものとされた198。そして、公益法人が会
計帳簿及び計算書類を作成するための基準として活用されてきた（「公益法人会計基準」199
公益法人会計基準について 1 会計基準の設定の経緯等（1）設定の経緯）。 




















                                                   
197 同上論文、24 頁~25 頁参照。 
198 同上論文、24 頁参照。 
199 2008 年 4 月 11 日 改正 2009 年 10 月 16 日、内閣府公益認定等委員会。 
200 越尾、前掲論文、25 参照。 





























これを踏まえ、2002 年 3 月 29 日、「公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事
                                                   
202 同上論文、26 頁参照。 
203 水谷文宣「民間非営利組織の連結財務諸表への一考察――カナダ基準とイギリス基準を踏まえて――」
『公益・一般法人』（No.817）（2012 年 3 月 15 日、公益法人協会）54 頁参照。 
204 同上論文、25 頁~26 頁参照。 
205 同上論文、26 頁参照。 
206 同上論文、26 頁参照。 
207 水谷、前掲論文、54 頁参照。 
208 同上論文、54 頁参照。 
































                                                   
210 同上論文、27 頁参照。 
211 同上論文、27 頁参照。 
212 同上論文、27 頁参照。 
213 同上論文、27 頁参照。 
214 同上論文、27 頁参照。   







(1) 正味財産の区分が 3 区分から 2 区分に変更された。 
(2) キャッシュ・フロー計算書は大規模公益法人のみが作成することになった。 
(3) 連結財務諸表は今後の検討課題となった。 

















2004 年基準では、連結財務諸表の導入は見送られたものの、同基準第 4.1（12）・注 14・





                                                   
216 同上論文、28 頁参照。 
217 同上論文、28 頁参照。 
218 加古宜士「新公益法人会計基準の完全解説――新公益法人会計基準の特徴と課題――」『企業会計』






























                                                   
219 金子良太「新公益法人会計基準の完全解説――財務諸表の様式および注記――」『企業会計』（Vol.57 
No.2）（2005 年 2 月）61 頁参照。 
220 同上論文、61 頁参照。 
221 同上論文、61 頁参照。 
222 同上論文、61 頁参照。 
223「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年（1963 年）11 月 27 日 大蔵省令
第 59 号）。 
224「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 51 年 10 月 30 日 大蔵省令第 28 号） 
225 金子、前掲論文、66 頁参照。 





















整理する制度（一般社団・一般財団法人法第第 149 条、同法第 203 条）、裁判所による解散




する（同法 170 条第 1 項）。ことにより、ガバナンスを高めているほか、設立の際に拠出す
る財産及び存続中に保有すべき純資産の額を 300 万円とすること（同法 153 条第 2 項、第
202 条第 2 項）等により、権利の濫用・悪用を防止している230。 
法律の構成上は、以上のような説明がなされているものの、次のような事案が発覚した。 
『日本経済新聞』2016 年 3 月 24 日づけの紙面によると、高齢者からの預託金流用が、公
                                                   
227 公益法人制度改革関連三法とは、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（平成 18 年（2006
年）法律第 48 号）、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」（平成 18 年（2006 年）法
律第 49 号）、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等
に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成 18 年（2006 年）法律第 50 号）、を指
す。 
228 新公益法人制度研究会、前掲書、17 頁。 
229 同上書、17 頁。 





を申請していたもののそれを断念し、破産手続きに移行することが、2016 年 3 月 23 日判
明した。同協会は 15 都道府県に事務所があり、契約者は 2,600 人だったとのことである。 
また、高齢者や障害者がアパートに入居する際の身元保証や、死亡時の葬儀などを支援す
る事業を実施していたとのことである。 




2016 年 2 月に開かれた債権者向け説明会で、保全管理人の弁護士は破産に伴う債権者へ
の配当に費やせる資産を約 4 億 5,000 万円と説明し、破産した場合に返還できる預託金は 4
割程度になると明らかにしていた。 



















                                                   



































































                                                   




233 オリンパス株式会社・第三者委員会委員会『調査報告書（要約版）』1 頁参照。 




i. まず、オリンパスは、約 2,000 億円もの現金を複数の銀行やファンドに定期預金や
出資金として拠出した（特定資産として計上）。 
ii. それらの銀行やファンドは、その約 2,000 億円をさらに別の英領ケイマン諸島の複
数の受け皿ファンド等に貸付金や出資金として移した。 
iii. これらの受け皿ファンド等は、この約 2,000 億円の現金を元手として、オリンパス
から約 1,350 億円の含み損がある金融商品を簿価の約 2,000 億円で購入した。こっ
らの受け皿ファンドは、オリンパスには連結されない簿外ファンドとなっていた。以
上の一連の偽装取引によって、オリンパスは含み損のある金融商品を簿価のまま連結










ii. また、受け皿ファンドは、先述①ⅱで受け取った約 2,000 億円の現金を、借入金の
返済や出資金の払戻しとして銀行やファンドに返済した。 










                                                   
235 同上論文、51 頁参照。 





















                                                   
237 同上論文、53 頁参照。 








2006 年 12 月 8 日、第 165 回臨時国会において改正「信託法」239（以下、旧「信託法」240
との比較を行う部分もあることから「新法」と言う。）及び「信託法の施行に伴う関係法律




















業や個人が財産を自己に信託することを認めた（新法第 3 条第 3 号）。 
                                                   
239 平成 18 年（2006 年）12 月 15 日法律第 108 号 （最終改正：平成 26 年（2008 年）6 月 27 日法律第
91 号） 
240 大正 11 年（1922 年）4 月 2 日法律第 62 号（最終改正：平成 16 年（2004 年）法律第 88 号） 
241 平成 18 年（2006 年）12 月 15 日法律第 109 号（最終改正：平成 18 年（2006 年）6 月 14 日法律第 66
号） 
242 杉浦宣彦「新信託法の概要――新たな信託手法の可能性と今後の解題について――」『企業会計』（Vol.59 
No.10）（2007 年 10 月）18 頁参照。 
































                                                   
244 寺本昌弘、湯川 毅、村松秀樹、冨澤賢一、鈴木秀昭、三木原聡「新信託法の解説(2)――金融実務に
関連する部分を中心に――」『金融法務事情』（No.1794）（2007 年 2 月 15 日）23 頁参照。 
245 道垣内弘人、『信託法入門』（2007 年、日本経済新聞社）47 頁~48 頁参照。 
246 同上書、47 頁~48 頁参照。 
247 福田正之、池袋真美、大矢一郎、月岡 崇『詳解 新信託法』（2007 年、清文社）104 頁参照。 















踏まえつつ、一定の法的枠組みを作っている（新法第 3 条第 3 号、新法第 23 条第 2 項等）。 
 
第三節 新しい信託制度を巡る連結範囲規制上の問題 
筆者は、信託法案に関し、第 165 回国会（法務委員会）（2006 年 10 月 31 日）に参考人
として招致された。なお、招集を受けた有識者参考人は 4 名で、教育研究者 2 名（能見善





2 第 1 項・第 2 項）を行うとともに、会社法に基づき会社法の大会社、委員会設置会社など
に対する会計監査を行っている（会社法第 326 条第 2 項、同法第 327 条第 5 条、同法第 328




                                                   














法第 2 条第 1 項第 14 号、同法第 2 条第 2 項第 1 号）。 
特定有価証券、所謂開示規制などを受ける資産金融型有価証券の定義が、金融商品取引法
第 5 条において初めて明らかにされたことにより、特定有価証券に該当する信託受益権に
























                                                   
253 新井 誠『信託法（第 4 版）』（2014 年、有斐閣）136 頁参照。 




エンロン社（Enron corp.）は、1985 年に、ヒューストン・ナチュラル・ガス社（Huston 
Natural Gas）とインターノース・オブ・オハマ社（InterNorth of Omaha）という天然ガ







より、エンロン社は、1996 年から 2000 年にかけてフォーチュン誌（Fortune）による「米
国における最も創造的な企業」に 5 年連続で選出され、また、2001 年初頭には時価総額 600
億ドルを突破し、収益額ででは全米第 7 位の企業へと成長した。 
しかし、エンロン社は、2001 年 10 月 16 日に実施した 2001 年第三四半期の業績発表の
際に、10 億 1,000 万ドルの特別損失（税引後）が生じたことを公表した。この特別損失の
うち、5 億 4,400 万ドルは SPE を用いたヘッジ取引の破綻の結果によるものであった。さ
らにエンロン社は、2001 年 11 月 8 日付けで公表した臨時報告書（Form 8-K）において、
本来であれば同社の連結範囲に含めるべき複数の SPE が、不正に連結範囲から除外されて
いたとして、1997 年から 2000 年までの各事業年度、2001 年第一四半期、同第二四半期の
連結財務諸表を遡及修正し、2001 年第三四半期の自己資本が 12 憶ドル減少することを公
表した。 
Form 8-K において明らかにされた決算修正の内容は、2001 年 11 月 19 日付けで公表さ
れた 2001 年度第三四半期に係る四半期報告書（Form 10-Q）において再修正された。この




エンロン社及び同社の関係者によって設立された SPE は、3,000 社ないし 3,500 社に上
ると言われている。 
2002 年 2 月 1 日付けで公表された「エンロン特別調査委員会報告書」（通称：パワーズ・
                                                   
255 米国における天候デリバティブに関しては、可児 滋「天候リスクと天候デリバティブの研究――多発
する異常気象とそのリスクマネジメント――」『横浜商大論集』（第 50 巻第 1・2 号）（2017 年 3 月 18 日）
65 頁~70 頁に記述されている。 










ロン社は、カリフォルニア州公務員退職年金基金(Calpers：California Public Employees’ 
Retirement Syastem)と共同で各 250 億ドルを出資し、JEDI(Joint Energy Development 
Investments Limited)と呼ばれるジョイント・ベンチャー形態の SPE を設立した。JEDI
は、外部の第三者である Calpers が 50%の持分の持分を所有していたため、エンロン社の
連結範囲には含まれなかった。 




パートナー形態の SPE を設立し、Chewco は銀行借入等によって調達した 3 億 8,400 万ド
ルで Calpers が保有する JEDI 持分を買い取っている。しかしながら、エンロン社及び同






























をヘッジする目的で実施された取引である。エンロン社は、1988 年 3 月にインターネット・
プロバイダー業務を営む Rhythms 社の株式を取得し、その後、Rhythms 社の上場に伴っ
て、エンロン社が保有する Rhythms 社株式には約 3 億ドルの含み益が生じた。しかしなが
ら、1999 年末まではロックアップ期間（未公開の時点で取得した株式を売却できない期間）
であったため、エンロン社は同社が保有する Rhythms 社の株価変動をヘッジすることを目


























































（ Michael Kopper 
の後任） 
唯一のメンバー 






































なお、上記 2 つの SPE 取引に修正による影響額は、2001 年第二四半期までの累計額は、






                                                   
257 威知、前掲書、52 頁。 
LJM Partners. L.P. ERNB Ltd.(CSFB) Campsie Ltd. (Nat West) 























Rhythms 社株式 540 万株を
対象にしたプット・オプショ
ンの売却 

























  その発行する株式を東証マザーズ市場に上場していた A（ライブドア）の代表取締役兼最
高経営責任者であり、かつ、A の子会社でその発行する株式を東証マザーズ市場に上場して
いた B の取締役であった Y（被告人）は、A の業務に関し、平成 16 年（2004 年）12 月 27
日、財務省関東財務局長に対し、経常利益を 50 億円 3,421 万 1,000 円と記載した連結損益
計算書を含む、平成 15 年（2003 年）10 月から平成 16 年（2004 年）9 月までの連結会計
年度に係る有価証券報告書を提出した。 
なお、この経常利益の額は、A 株式売却益約 37 億 6,700 万円、E 及び F に対する売上
15 億 8,000 万円などを前提として算定されたものであったが、A 株式売却益は、C(A の完
全子会社であって、企業買収等を行うことを業務としていた)が出資を行っていた 4 つの投
資事業組合（チャレンジャー1 号、VLMA1 号、VLMA2 号及び EFC 組合。以下、「本件各
組合」という。）が A 株式を消費貸借により借り入れ、それを売却した取引を、A の連結損
益計算書において、売上高に含めたことによって認識されたものであった。 
 
                                                   
258 衆議院、前掲ウェブサイト。 
259 弥永真生（2017b）「連載 会計処理の適正性をめぐる裁判例を見つめ直す 第 3 回 明確な会計基準




② 第 1 審判決260 
Ⅰ A の完全子会社 C が複数の投資事業組合を経由して A 社株式を市場に売却し、A 社が
それを連結損益計算書において売却益として取り込んだ場合の事実認定 
























                                                   
260 証券取引法違反被告事件、東京地裁平 18 特（わ）498 号・1026 号、平 19・3・16 刑１部判決、有罪
（控訴）。弥永（2017b）、前掲論文、41 頁~42 頁参照。『判例時報』、前掲論文、31 頁~106 頁参照。 
261 企業会計審議会、1999 年 1 月 22 日 （最終改正 企業会計基準委員会、2008 年 3 月 10 日） 
262 日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会計に関する実務指針」（2000 年 1 月 3 日 






年）1 月 31 日に作成され、平成 14 年（2002 年）9 月 17 日に改正されているが、自己株式















Ⅲ C 子会社の有する A 親会社株式は、連結財務諸表においては、企業集団で考えて親会社
の保有する自己株式と同様の性格とされ得るか否かについて 








































                                                   
265 証券取引法違反被告事件、東京高裁平 19（う）1107 号、平 20・7・25 刑 12 部判決、控訴棄却（上告） 
1 審東京地裁平 18 特（わ）498 号・1026 号、平 19・3・16 判決。『判例時報』（2030 号）（2009 年 4 月 1
日）127 頁~145 頁参照。弥永（2017b）、前掲論文、42 頁参照。 
266 最高裁第三小法定決定 平 23・4・25。平 20（あ）1651 号。同上論文、42 頁参照。  
267 刑事訴訟法（昭和 23 年（1948 年）法律第 131 号 （最終改正 平成 29 年（2017 年）法律第 72 号 6
月 23 日） 






269 弥永（2017b）、前掲論文、42 頁~43 頁。「商事判例研究 平成 20 年度 22 〔風説流布・偽計使用と虚
偽有価証券報告書提出――ライブドア事件――〕（東京大学商法研究会）」（『ジュリスト』（No.1414） 






























年）9 月 8 日であり、ライブドアが当該裁判事件の対象となった虚偽の有価証券報告書を財
                                                   
270 同上論文、42 頁参照。 
271 同上論文、42 頁参照。 
272 同上論文、42 頁参照。 
273 同上論文、42 頁参照。 
274 第 31 条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の
刑罰を科せられない。 






























整備を施行までに行うという規定が盛り込まれ、新法施行前の平成 19 年（2007 年）8 月 2
日に、「連結財務諸表に関する会計基準」等の会計基準を補完する実務対応報告として、企
業会計基準委員会が「実務対応報告第 23 号『信託の会計処理に関する実務上の取扱い』」
                                                   
276 具体的には、実務対応報告第 20 号が補完したのは、「企業会計基準第 22 号『連結財務諸表に関する会
計基準』」（企業会計基準委員会、平成 20 年（2008 年）12 月 26 日 （最終改正 平成 25 年（2013 年）9
月 13 日））である。 






















提に基づくものでなければ、説得力を有しない。なぜならば、平成 16 年（2004 年）9 月期
当時、議決権の過半数を実質的に有しない場合であっても、投資事業組合を連結の範囲に含
めるべきか否かについて、その当時の会計関連の文献等に照らすならば明確なルールが存在


















282 同上論文、42 頁参照。 







は、平成 17 年（2005 年）9 月 30 日付けで公表された、日本公認会計士協会 監査・保証
実務委員会「特別目的会社を利用した取引に係る会計基準等の設定・改正に関する提言」の














                                                   
284 同上論文、43 頁。 
285 平成 20 年（2008 年）9 月 2 日、日本公認会計士協会が「監査委員会報告第 60 号『連結財務諸表にお
ける子会社及び関連会社の範囲の決定に関する監査上の取扱い』の廃止について」を公表した。これによ
ると、廃止の理由として、①平成 20 年（2008 年）5 月 13 日付けで企業会計基準委員会から企業会計基準
適用指針第 22 号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」が公表され
たこと、及び②平成 20 年 9 月 2 日付けで日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会から監査委員会報告
第 52 号「連結の範囲及び持分法の適用範囲に関する重要性の原則の適用に係る監査上の取扱い」の改正に
ついて」を公表したことに伴い、監査委員会報告第 60 号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範
囲の決定に関する監査上の取扱い」（改正 平成 14 年（2002 年）4 月 16 日）については、平成 20 年（2008





286 商法（明治 32 年（1899 年）法律第 48 号 〔最終改正 平成 26 年（2014 年）5 月 30 日法律第 42 号〕）
第 535 条。 
287 民法（明治 29 年（1896 年）法律第 89 号 〔最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 2 日法律第 44 号〕）
第 667 条。 
288 そのほか、合名会社・合資会社・合同会社（「会社法」第 575 条以下）、投資事業有限責任組合（「投資
事業有限責任組合契約に関する法律」に基づくもの）、有限責任事業組合（「有限責任事業組合契約に関す
る法律」に基づくもの）等多様や形態が存在する。 
289「一般社団・財団法人法」が、2008 年 12 月 1 日から施行されたことに伴い、中間法人法は同日廃止さ













































Ⅲ．2.(1)9 に記載されている 3 要件及び金融商品会計基準（注 4）として具体化されている。 







 付されている金融商品会計基準（注 4）は、次のとおりである。 
「金融資産の譲受人が次の要件を充たす会社、信託又は組合等の特別目的会
社の場合には、当該特別目的会社が発行する証券の保有者を当該金融資産の














                                                   

































                                                   
292「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年（1963 年）11 月 27 日大蔵省令第
59 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 30 日内閣府令第 35 号））。 
293「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 51 年（1976 年）10 月 30 日大蔵省令第
28 号（最終改正 平成 29 年（2017 年）5 月 25 日内閣府令第 28 号））。 

































                                                   
295 会社分割は、株式会社または合同会社が、その事業に関して有する権利義務の全部または一部を、分割
後他の会社（承継会社）または分割により設立する会社（設立会社）に承継させることを目的とする会社
の行為である（会社法第 2 条第 29 号，同条第 30 号）（江頭憲治郎『株式会社法（第 5 版）』（2014 年、有
斐閣）883 頁~884 頁参照）。会社分割の会計処理は、「企業会計基準第 7 号『事業分離等に関する会計基準』」


































                                                   
296 平成 18 年（2006 年）9 月 8 日（最終改正 平成 23 年（2011 年）3 月 25 日）。 
































                                                   
298 平成 10 年（1998 年）6 月 15 日法律第 105 号（最終改正 平成 26 年（2014 年）6 月 27 日法律第 91
号）。 
299 正確に言えば、日本でも三洋証券が、1997 年 11 月 3 日に経営破綻をし、会社更生の適用を申請したが、
この結果、無担保コール市場で初めてデフォルトが発生し、三洋証券の破綻は、北海道拓殖銀行の破綻等
多くの金融機関に影響を与えた、と言われる（内閣府経済社会総合研究所『日本の金融危機と金融行政』















も検討すること」というものになった301。それを受けて、新法附則第 2 項が、「第 3 条第 3
号の規定は、この法律の施行の日から起算して 1 年を経過するまでの間は、適用しない。」
とされた302。つまり、信託宣言に関する新法第 3 条第 3 号の規定は、同法の施行後 1 年間
は凍結されたので、信託宣言については新法施行後 1 年が経過しないうちは、これは利用
できなかった303。 
この新法成立を受け、企業会計基準委員会では、2016 年 10 月 24 日、信託に関する会計
処理基準の在り方について検討を行う旨が決定された304。 
2016 年 10 月 30 日の法務委員会における 4 名の参考人からの意見聴取及び衆議院での法





                                                   
300 第 165 回法務委員会第 13 号（平成 18 年（2006 年）11 月 28 日）議事録（早川委員発言）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000416520061128013.htm）
［2017 年 11 月 20 日閲覧］。橋上 徹「信託会計」『新信託法の基礎と運用』、第 16 章所収、（2007 年、日
本評論社）328 頁参照。 
301 新井 誠、前掲書、140 頁参照。 
302 同上書、140 頁参照。 
303 同上書、140 頁参照。 
304 第 165 回衆議院（法務委員会）第 13 号（平成 18 年（2006 年）11 月 28 日）議事録（早川委員発言）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000416520061128013.htm）
［2017 年 11 月 20 日閲覧］。 
305 第 165 回衆議院（法務委員会）第 13 号（平成 18 年（2006 年）11 月 28 日）議事録参照
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000416520061128013.htm）



















そして、2007 年 3 月 29 日、実務対応報告公開草案第 26 号「信託の会計処理に関する実
務上の取扱い（案）」を公表し、パブリック・コメントを求め、最終的に 2007 年 8 月 2 日
「実務対応報告第 23 号『信託の会計処理に関する実務上の取扱い』」を公表した。 
公開草案が公表されてから実務対応報告が公表されるまで、何回ともなくマスコミ報道さ
れたが、金融庁が内容を詳細に検討する時間を要請したことなどから、パブリック・コメン







                                                   
306 橋上、前掲論文、329 頁参照。 
307 同上論文、329 頁参照。 
308 同上論文、329 頁参照。 
309 同上論文、329 頁参照。 
310 鯖田豊則「信託スキームをめぐる会計・税務上の論点」『企業会計』（Vol.59 No.10）（2007 年 10 月）
32 頁参照。 


































                                                   
312 昭和 24 年（1949 年）7 月 9 日、経済安定本部企業会計制度対策調査会中間報告（最終改正 昭和 57







第五節 実務対応報告第 23号の概要 
第一款 会計基準と信託の分類                        




【図表 5-3：実務対応報告第 23号策定前の信託に係る会計基準等の整理】 
信託の形態 関連する会計基準等 
金融資産の信託 企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」（金融商品会計基準） 
日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会計に関する実務指針」
（金融商品会計実務指針） 
不動産の信託 日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 15 号「特別目的会社を活用した不動産の流
動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（不動産流動化実務指針） 
（出典：秋葉賢一313「実務対応報告第 23 号「『信託の会計処理に関する実務上の取扱い』について」」『企











このため、実務対応報告第 23 号では、信託を 4 つに分類し、委託者及び受益者の基本的
                                                   
313 秋葉賢一は、当時、企業会計基準委員会の主席研究員であった。 
314 秋葉賢一「実務対応報告第 23 号『信託の会計処理に関する実務上の取扱い』について」」『企業会計』
（Vol.59 No.10）（2007 年 10 月）114 頁参照。 
315 これには、金銭と金銭以外の財産を信託する「包括信託」を含む、とされる（同上論文、118 頁参照。）。 
316 同上論文、113 頁参照。 







している（実務対応報告第 23 号「目的」）。 
 





金銭の信託 Q1 Q2 
金銭以外の信託 Q3 Q4 




















ったが、実務対応報告第 23 号では、必要と考える会計処理を示している（Q4 の A）。 
                                                   
318 同上論文、113 頁参照。 

























第三款 実務対応報告第 23号各論 
ここでは、実際に議論に参加した筆者の理解を基に、実務対応報告第 23 号の内容を、連
結範囲規制に配慮した他の会計基準等を具体的織り込みつつ説明をすることとする（したが







                                                   

































                                                   
321 同上論文、330 頁~332 頁参照。 



















② 信託行為に受益者集会における多数決による旨の定めがある信託（新法第 105 条
第 2 項）においては、連結財務諸表会計基準第 7 項の会社に該当することとなる受














                                                   


































                                                   
324 橋上、前掲論文、332 頁~334 頁参照。 
325 平成 17 年（2005 年）12 月 27 日、企業会計基準委員会（最終改正 平成 25 年（2013 年）9 月 13 日）。 



































                                                   

































任負担債務の範囲に含まれる（新法第 21 条第 1 項第 3 号）ことが明示され、金銭その他の
財産の信託（金銭以外の信託）と同時に負債の引き受けを組み合わせることにより、これら
                                                   





























の会計処理（事業分離等会計基準第 17 項、第 20 項及び第 23 項、「企業会計基準第




                                                   



































                                                   
330 橋上、前掲論文、337 頁参照。 


































び計算書類を作成しなければならない（新法第 222 条第 2 項及び第 3 項）。また、そのうち、
                                                   





査人設置が義務付けられている（新法第 248 条第 2 項）。なお、受益証券を発行する限定責


























                                                   


















日本エルエスアイカード（以下、「LSI 社」と言う。）は、架空の資金で 4 億円を増資す
る会社登記をしたとして、元社長（以下、「元代表者」という）が、電磁的公正証書原本不
実記録、同供用、旧商法第 486 条違反335（特別背任）の罪で逮捕された。 
具体的には、2005 年 6 月、増資分の資金が存在しないのに LSI 社の発行済み株式数を増
やし、資本金を 4 億円増額して、10 億 1,897 万円とする虚偽の法人登記をした。 
このスキームを図に表すと次のとおりとなる。 
 
                                                   
334 橋上 徹「集団投資スキームを利用した取引事例からみる適正な企業内容の開示のあり方」『旬刊 経理
情報』（No.1123）（2006 年 8 月）57 頁~61 頁参照。 























領ケイマン諸島の投資会社「オペラ・インベストメント」に 8 億円提供される。 
② LSI 社は、2005 年 4 月、「オペラ・インベストメント」を引受先とする転換社債型新株
予約権付社債を 8 億円発行。 
③ オペラ・インベストメントの 8 億円は、金融会社「ボースン」から、元代表者が実質的
に支配する投資事業組合を経由し、オペラ・インベストメントに提供され、この資金に
より転換社債型新株予約権付社債を引き受け。 
④ LSI 社に入金された 8 億円のうち、少なくとも 4 億円はコンサルタント会社に貸付けさ
れ、そのままボースンに還流された（すなわち、8 億円は「見せ金」）。 
⑤ 残りの 4 億円は元代表者の借金等に充当（旧商法第 486 条〔特別背任罪〕）。 
⑥ 発行された 8 億円の転換社債型新株予約権付社債は全て株式に転換され、前記投資事業
組合を経て元代表者の元に渡った。 
⑦ この株式は元代表者の借入金の担保に差し入れいるなどした（元代表者は株取引の失敗





















































の買収資金のため、投資事業組合「M&A チャレンジャー1 号」にまず新株を発行した。 
③ 投資事業組合「VLMA2 号」は、投資事業組合「M&A チャレンジャー1 号」が出資して
組成された。 




⑥ 投資事業組合「VLMA2 号」は、親密証券会社（HS 証券）経由でバージン諸島の SPV
（エバートンエクイティ）にライブドア・マーケティングの株式を売却。 
⑦ 当該 SPV は、市場でライブドア・マーケティングの株式を市場で売却、売却代金は一
部スイス系銀行の仮名口座に流れ、一部はライブドアに還流された。エバートンエクイテ
ィは、前述のドクターハウリ AG が出資をして組成された。 
⑧ 投資事業組合「VLMA2 号」は、前述のライブドア株式を、一部は香港の証券会社を通
                                                   






損益としてライブドアに分配した（約 37 億円）。 
⑨ さらに④の一部は投資事業組合「JMAM サルベージ 1 号」を通じて市場に売却され、
投資事業組合「JMAM サルベージ 1 号」からライブドアに売却益が組合出資損益としてラ
イブドアに還流した。「JMAM サルベージ 1 号」はドクターハウリ AG が出資して組成さ
れた。 
⑩投資事業組合「JMAM サルベージ 1 号」はドクターハウリ AG が出資して組成された。 
⑪ ⑩の子会社化予定事業の預金など約 15 億円をライブドアに付け替え、架空の広告費収
入を計上。 



















































































































































第三款 不動産開発型目的 SPCを利用した売上高・利益操作が行われようとした事例 
【準大手不動産会社 U社（元東証マザーズ）】337 
2006 年 5 月 18 日、U 社は、2006 年 3 月期の連結経常利益が、従来予想の 226 億円から、
106 億円になったと公表した。 
会計監査人から、非連結の SPC を通じた不動産の開発案件で、売上計上時期の変更を求
められた結果である。765 億円を見込んでいた売上高が 643 億円に減少した。 
この SPC は、2003 年、東京都心の約 3,300 平方メートルの複合オフィスビルの開発を目
的に設立された。複数の投資家に加え、U 社も一部出資した。 
但し、当該 SPC は開発用地の 80%分を保有するだけで、残り 20%は独自に購入を進めて
おり、まだ SPC の所有になっていなかった。 
この SPC が、前期、保有する開発用地を U 社などが新設した別の SPC に売却し、U 社




他の SPC に売却したからといって、売上計上するのは時期尚早であるとされたのである。 
U 社は、上場企業であったことから次の点が指摘できる。 
(1) 不動産開発型目的 SPC の連結の必要性。 
(2) SPC 間の益出しを目的とした損益の付替処理の有効性の検討の要否（無効として会計処
理すべきではないか。）。 
                                                   






【賃貸アパート大手 L社（東証 1部）】338 
賃貸アパート大手の L 社は、2006 年 5 月 16 日、売上高などをか過小計上していたうえ、
F 社長が会社資金の不適切な貸付をしていたとして、過去 5 年分の決算内容を訂正するとと











2005 年 9 月 M ファンドによる H 電鉄の大量保有が表面化した。この時点では 27%の保













                                                   
338 同上論文、60 頁参照。 































                                                   
















この事件は、匿名組合を利用した出資者の被害事例であり、2004 年 10 月に民事再生法
を申請した H 電電匿名組合のケースである。これは、匿名組合で電気設備を購入し、H 電
電に賃貸することで収益をあげ、出資者に配当するというスキームであったが、事業破綻に













                                                   
341 橋上 徹「金融商品取引法（投資サービス法）制定に当たっての課題――集団投資スキームの会計・監































                                                   
342 橋上 徹「集団投資スキームを利用した取引事例からみる適正な企業内容の開示のあり方」『旬刊 経理














































                                                   






































































る所謂兄弟会社等に対し、「結合財務諸表（Combined Finacial Statements）」(IFRS for 
                                                   
345 橋上 徹「融資判断における特別目的の財務諸表の利用と監査」、浦崎直浩編著『中小企業の会計監査









































                                                   
346 日本公認会計士協会、2000 年 1 月 19 日（最終改正：2012 年 3 月 22 日）。 
347 衆議院ウェブサイト、
http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000416520061031006.htm で議事
録閲覧可能［2017 年 11 月 20 日閲覧］。 
348 企業会計基準委員会、2007 年 8 月 2 日。 


















このような背景からすれば、財務諸表等規則353第 8 条第 7 項が規定された当時の
旧 SPC 法に基づく資産流動化は、資産の消滅要件（企業会計基準第 10 号「金融商










                                                   
350 1998 年 10 月 30 日、企業会計審議会。 
351 橋上 徹「特別目的会社・信託等を巡る開示問題（第 1 回）――開示規制の現状――」『企業会計』（Vol.59 
No.7）（2007 年 7 月）106 頁参照。 
352 同上論文、106 頁参照。 
353「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」、1962（昭和 38）年 11 月 27 日大蔵省令第 59
号（最終改正 2016（平成 28）年 12 月 27 日内閣府令第 66 号）。 
354 企業会計審議会、1999 年 1 月 22 日（最終改正 企業会計基準委員会、2008 年 3 月 10 日）。 
355 日本公認会計士協会、2000 年 7 月 31 日 （最終改正 2013 年 11 月 4 日）。 
356 橋上、前掲論文、106 頁参照。 





























3 海外に流出した資金による軽課税国の SPC の把握の困難性 
例えば、オリンパス事件で明らかになったように、海外の複数の軽課税国に自ら




                                                   















定の参考になると考えられる国際的な動向として、BEPS（Base Erosion and Profit 
Shifting）（税源浸食と利益移転359）プロジェクトの動向がある。 
     BEPS プロジェクトの道のりと背景であるが、次のとおりである。 





食と利益移転」を防止することを目的として、2015 年 10 月に国際課税の新しいフ
レームワークを提示した362。このフレームワーク、すなわち「最終報告書」と呼ば
れるものは、当該 10月にペルー・リマで開催された G20 財務相会合において承認を
受けた後、同年 11月にトルコ・アンタルヤで開催された G20 サミットにおいて最終
的な承認を受けた363。BEPS プロジェクトは、OECD 加盟国のみならず、G20 をは
じめ、多くの国からサポートを受けている、とのことである364。 
     次に BEPS プロジェクトの背景である。 
                                                   
359 翻訳は、国税庁ウェブサイト（https://www.nta.go.jp/sonota/kokusai/beps/index.htm）［2017 年 11 月
20 日閲覧］によった。 
360 須藤一郎「BEPS と移転価格税制」『会計・監査ジャーナル』（No.735）（2016 年 10 月）52 頁参照。 
361 同上論文、52 頁。 
362 同上論文、52 頁。。 
363 浅川雅嗣「BEPS プロジェクトの軌跡と展望」『会計・監査ジャーナル』（No.729）（2016 年 4 月）56
頁~57 頁参照。なお、浅川は当時、財務省財務官、OECD 租税委員長であった。 
























                                                   
365 同上論文、52 頁。 
366 同上論文、52 頁参照。 
367 法人税法（昭和 40 年（1965 年）法律第 345 号 〔最終改正 平成 29 年（2017 年）6 月 23 日法律第
74 号〕）第 2 条第 3 号において「内国法人 国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。」との規定
（定義）がある。 
368 須藤、前掲論文、52 頁。 
369 同上論文、52 頁。 
370 租税特別措置法（昭和 32 年（1957 年）法律第 26 号 〔最終改正 平成 29 年〔2017 年〕3 月 31 日
法律第 4 号〕）第 66 条の 4。 
371 租税特別措置法第 66 条の 5。 
372 租税特別措置法第 66 条の 5 の 2． 
373 須藤、前掲論文、52 頁。 





























そして、OECD の BEPS プロジェクトの勧告（行動 13「多国籍企業情報の文書化」）









年 11 月 20 日閲覧］。なお、浅井は、当時、税務大学校研究部教授であった。 
377 須藤、前掲論文、52 頁参照。 
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